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事業者別鉄道旅客輸送人員の推移 5

S36 S37 S38 S39 S40 S41 S42 S43 S44 S45 S46 S47 S48 S49 S50 S51 S52 S53 S54 S55 S56 S57 S58 S59 S60 S61 S62 S63 H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

四国全体 17,441 18,197 19,312 20,189 20,576 20,059 20,096 18,538 17,441 17,195 16,838 16,435 16,549 16,953 16,019 15,615 14,722 14,329 13,969 13,824 13,140 12,365 11,762 11,278 10,907 10,773 10,843 11,658 11,424 11,577 11,922 11,696 11,730 11,242 11,218 11,071 10,794 10,350 9,959 9,583 9,335 9,199 9,082 8,867 8,760 8,779 8,728 8,721 8,413 8,347 8,331 8,381 8,541 8,390 8,654 8,719

ＪＲ四国 8,729 9,320 10,267 10,952 11,369 11,081 11,207 9,685 9,130 8,906 8,831 8,420 8,389 8,776 8,354 8,064 7,625 7,295 6,992 6,875 6,464 6,042 5,765 5,534 5,399 5,318 5,523 6,325 6,215 6,337 6,535 6,461 6,580 6,387 6,490 6,442 6,184 5,924 5,739 5,525 5,363 5,181 5,075 4,946 4,884 4,867 4,857 4,795 4,554 4,511 4,497 4,507 4,602 4,478 4,612 4,604

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

四国全体 ＪＲ四国

S36 S37 S38 S39 S40 S41 S42 S43 S44 S45 S46 S47 S48 S49 S50 S51 S52 S53 S54 S55 S56 S57 S58 S59 S60 S61 S62 S63 H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

高松琴平電気鉄道 1,753 1,877 2,074 2,262 2,390 2,358 2,357 2,355 2,316 2,453 2,469 2,429 2,625 2,655 2,577 2,565 2,473 2,429 2,405 2,418 2,304 2,188 2,102 2,067 1,945 1,952 1,916 1,953 1,895 1,907 1,966 1,870 1,830 1,723 1,655 1,584 1,695 1,608 1,511 1,444 1,388 1,345 1,336 1,311 1,273 1,284 1,290 1,301 1,253 1,246 1,239 1,262 1,299 1,292 1,359 1,414

伊予鉄道 3,172 3,147 3,449 3,693 3,766 3,566 3,554 3,585 3,305 3,420 3,485 3,451 3,619 3,733 3,415 3,366 3,128 3,063 3,083 3,005 2,931 2,776 2,658 2,519 2,466 2,450 2,396 2,419 2,304 2,339 2,400 2,348 2,336 2,209 2,191 2,162 2,031 1,940 1,859 1,783 1,774 1,807 1,816 1,776 1,783 1,813 1,821 1,870 1,821 1,768 1,785 1,797 1,843 1,841 1,884 1,901

とさでん交通 3,286 3,357 3,303 3,282 3,051 3,054 2,978 2,913 2,690 2,416 2,053 2,135 1,916 1,789 1,673 1,620 1,496 1,542 1,489 1,526 1,441 1,359 1,237 1,158 1,097 1,053 1,008 961 910 892 915 899 869 813 777 782 758 740 705 690 674 653 640 624 603 602 550 545 582 612 606 611 592 583 604 608

土佐くろしお鉄道 100 102 105 100 100 96 91 89 113 126 133 131 127 203 206 202 209 205 203 205 199 206 200 200 201 192 191 187

阿佐海岸鉄道 1 18 15 14 14 12 13 12 12 10 9 10 9 8 8 8 7 5 4 4 4 4 4 4 4 5

琴平参宮電鉄 501 496 219

0

1,000

2,000

3,000

4,000 高松琴平電気鉄道 伊予鉄道
とさでん交通 土佐くろしお鉄道
阿佐海岸鉄道 琴平参宮電鉄

（万人）

（万人）

○全体として
・ピーク時の半分以下に減少
・瀬戸大橋開通時と比較しても、約３／４に減少

昭和40年度
約2.1億人／年

昭和63年度
（瀬戸大橋開通）

約1.2億人／年

平成28年度
約0.9億人／年

（軌道）
（軌道含む）

四国運輸局資料を基にＪＲ四国作成

H元

H元



四国の旅客流動の交通機関別割合 6

単位：％

ＪＲ

17.8 

8.9 

5.4 

3.3 

2.9 

2.4 

2.0 

1.8 

民鉄

13.8 

7.9 

5.2 

2.6 

2.1 

1.7 

1.6 

1.6 

乗合バス

43.2 

21.2 

10.8 

4.1 

2.9 

2.1 

1.6 

1.5 

貸切バス

1.3 

0.7 

1.0 

0.6 

0.5 

0.4 

0.4 

0.4 

タクシー

11.5 

10.6 

10.4 

5.3 

4.1 

3.1 

2.3 

1.9 

自家用自動車

9.3 

48.1 

64.9 

82.8 

86.4 

89.5 

91.4 

92.3 

旅客船

2.9 

2.3 

2.0 

1.0 

0.8 

0.5 

0.5 

0.4 

航空機

0.1 

0.3 

0.4 

0.3 

0.3 

0.3 

0.3 

0.2 

S41

S50

S60

H2

H7

H12

H17

H21

※平成22年度以降は、調査方法の変更に伴い、自家用自動車のデータが無くなったため、継続したデータが存在しない。

出典：平成29年版四国運輸局業務要覧
数値は、旅客地域流動調査による輸送人員の割合
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宇和島

阿波池田

松山～岡山
「しおかぜ」

14.5往復 2時間47分 ¥4,320
高速バス

６往復 3時間06分 ¥4,000

松山～高松
「いしづち」

17往復 2時間31分 ¥3,800
高速バス

15往復 2時間36分 ¥3,750

高知～岡山
「南風」

14往復 2時間33分 ¥3,550
高速バス

９往復 2時間25分 ¥3,240

高知～高松
「しまんと」

５往復 2時間15分 ¥3,180
高速バス

13往復 2時間07分 ¥3,100

松山～宇和島
「宇和海」

16.5往復 1時間23分 ¥2,620
特急・急行バス

16往復 1時間54分 ¥1,425

岡山

窪川

宿毛

奈半利

海部後免

甲浦

高松～徳島
「うずしお」

16.5往復 1時間08分 ¥2,520
高速バス

12.5往復 1時間26分 ¥1,650

高松

中村

徳島

安芸

高知

松山

高松～大阪
鉄道

35往復 1時間57分 ¥6,585
高速バス

47往復 3時間31分 ¥3,550
松山～大阪
鉄道

14.5往復 3時間47分 ¥8,745
高速バス

16往復 5時間35分 ¥6,200
航空（FSC)

12往復 2時間19分 ¥11,000
航空（LCC)

１往復 2時間23分 ¥2,890～¥14,690

高知～大阪
鉄道

14往復 3時間33分 ¥8,385
高速バス

18往復 5時間07分 ¥5,550
航空（FSC）

６往復 2時間15分 ¥14,600

大阪

区間
列車名称

便数 平均所要時間 運賃
高速バス

便数 平均所要時間 運賃
航空

便数 平均所要時間 運賃

凡例

※１ 便数、平均所要時間、運賃の基準はH30.２とする
※２ 所要時間の基準とする区間は、JR駅からJR駅とする（JR松山駅を経由しない場合は松山市駅とする）
※３ 鉄道の運賃は、島外は指定席利用の往復型商品の半額で計上、

四国島内はSきっぷ（往復タイプ）または、トク割２枚回数券の半額を計上
※４ 高松～大阪の鉄道の運行本数に「うずしお」は含まない
※５ 高速バスの運賃は、往復切符の半額で計上（系統で異なる場合、最多便数の設定額）
※６ 航空の運賃は、搭乗日20日前以降の予約の運賃で、最安設定額で計上（航空会社で異なる場合、最多便数の設定額）
※７ 鉄道、高速バスの便数、平均所要時間は夜行便を除いて計上
※８ 航空の所要時間には空港～駅間の所要時間60分、搭乗手続き時間30分を加えて計上

鉄道・バス・航空の主な競合状況
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第２章の概要 ９

○高速化や増発などの輸送改善に取り組んできた。しかし、現状のインフラでは限界がある。
○パーク＆ライドの推進や、バリアフリー設備やトイレ整備、ＩＣカードの導入などの利便性向上にも取り

組んでいる。ただし、こうした施策の実施には、導入費のみならず、維持費が掛かることにも留意が必要
である。

○ソフト面では、定期運賃の高い割引率の維持、企画きっぷでの大幅割引による安価なサービスの提供に努
めている。地域と交通事業者や、交通事業者相互が連携した鉄道利用促進にも積極的に取り組んでいる。

○更に近年では、観光列車の運行や、インバウンド施策の展開なども積極的に進めている。これらにより現
在のところ利用者数の減少に歯止めがかかるといった一定の成果は挙げられており、こうした取り組みは
今後とも積極的に推進していく必要がある。ただ一方で、日常利用と比較すると規模が小さく、鉄道事業
者の収支を抜本的に改善させるまでには至っていない。

四国の鉄道事業者は、多様な鉄道利用促進に取り組んでいる

経費節減について継続的に取り組んできた
○サービスレベル（列車本数）はできるだけ維持しつつ、駅の無人化やワンマン運転の実施など、要員を削

減することで人件費を抑えてきた。
○今後も経費節減に努める必要があるが、これまでの取り組みにより効率化は既にかなり進んでいる。

こうした自助努力は今後とも不可欠だが、それだけでは、四国の鉄道ネットワーク
の維持が困難になる可能性がある
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10



輸送改善施策 ①列車の最高速度と到達時分 11

徳島

高知

高松

松山

岡山

高徳線高徳線

予讃線予讃線

土讃線土讃線 牟岐線牟岐線

予土線予土線

内子線内子線

鳴門線鳴門線

本四備讃線本四備讃線

佃

伊予市

多度津
琴平

児島

窪川

海部

鳴門

宇和島

宿毛

中村

今治

内子

観音寺

甲浦

宇野

凡例
130km/h ：268.9km(31%)
120km/h ：196.9km(23%)
110km/h ：263.6km(31%)
100km/h以下：125.8km(15%)

凡例
130km/h ：268.9km(31%)
120km/h ：196.9km(23%)
110km/h ：263.6km(31%)
100km/h以下：125.8km(15%)

奈半利
伊予石城

卯之町

日下土佐加茂

吾桑
多ノ郷

六反地
仁井田

高速化 高松～松山
(H2)110→120km/h化
(H5)120→130km/h化

高速化(H2)松山～宇和島
65～85→110～120km/h化

高速化(H2)高知～窪川
65～85→110～120km/h化

高速化(H2)多度津～高知
85→120km/h化

高速化(H2)徳島～海部
85→110km/h化

瀬戸大橋線輸送改善(H21) ※
○宇野線部分複線化 備中箕島～久々原
○本四備讃線高速化 茶屋町～児島

複線化(H5)
宇多津～丸亀

輸送改善(H14)
高松～多度津

宇多津

後免

坂出

※瀬戸大橋線輸送改善事業は、ＪＲ西日本管内

ＪＲ単独事業

国・地域の助成事業

岡山～松山 4:55→2:46(▲2:09)
高松～松山 2:51→2:30(▲0:21)

岡山～高知 4:52→2:33(▲2:19)
高松～高知 2:50→2:14(▲0:36)

平均所要時間 S62年4月→H29年4月

高速化(H8)佐古～佃
85→110km/h化

○現在の線路での高速化は限界に達している

徳島線徳島線

高速化(H10)高松～徳島
110→130km/h化

高松～徳島 1:33→1:07（▲0:26)

電化(H5)
観音寺～伊予市

佐古



輸送改善施策 ②列車本数（都市間輸送） 12

高松～徳島間

上り 16 本 12 本
下り 17 本 13 本
計 33 本 25 本

H29.3 S62.3

岡山～高松間

上り 38 本 15 本
下り 41 本 14 本
計 79 本 29 本

※S62.3:宇高連絡船本数

H29.3 S62.3岡山

牟岐

窪川

松山

徳島

高知

宇和島

優等列車本数の比較
（特急、ﾏﾘﾝﾗｲﾅｰ）

高松

徳島～牟岐間

上り 3 本 2 本
下り 3 本 2 本
計 6 本 4 本

H29.3 S62.3
高松～高知間

上り 5 本 10 本
下り 5 本 9 本
計 10 本 19 本

H29.3 S62.3

徳島～阿波池田間

上り 6 本 2 本
下り 7 本 2 本
計 13 本 4 本

H29.3 S62.3
松山～宇和島間

上り 16 本 9 本
下り 17 本 9 本
計 33 本 18 本

H29.3 S62.3

高知～窪川間

上り 9 本 6 本
下り 9 本 7 本
計 18 本 13 本

H29.3 S62.3

高松～松山間

上り 17 本 14 本
下り 17 本 15 本
計 34 本 29 本

H29.3 S62.3

岡山～松山間

上り 14 本 0 本
下り 15 本 0 本
計 29 本 0 本

H29.3 S62.3

岡山～高知間

上り 14 本 0 本
下り 14 本 0 本
計 28 本 0 本

H29.3 S62.3

阿波池田

中村宿毛

窪川～中村間

上り 9 本 6 本
下り 9 本 6 本
計 18 本 12 本

H29.3 S63.4
中村～宿毛間

上り 2 本 6 本
下り 1 本 6 本
計 3 本 12 本

H29.3 H9.10

○幹線での大幅な列車増発には
多額の投資が必要



輸送改善施策 ③列車本数（都市圏輸送） 13

徳島松山

岡山

徳島線徳島線

高徳線高徳線

予讃線予讃線

土讃線土讃線
牟岐線牟岐線

予土線予土線

内子線内子線

鳴門線鳴門線貞光

卯之町

大歩危

土佐久礼

桑野

鳴門

壬生川

内子

伊予三島

高松

：１時間通勤圏内（特急を含む）

琴平

高知

本四備讃線本四備讃線

松山都市圏
H29.3 S62.3

松山発着
（普通列車本数）

7～9時到着
（特急列車再掲）

118 本 93 本

15(4) 本 11(4) 本

高知都市圏
H29.3 S62.3

高知発着
（快速+普通列車本数）

7～9時到着
（特急列車再掲）

132本 94 本

14(2)本 10 本

徳島都市圏
H29.3 S62.3

徳島発着
（普通列車本数）

7～9時到着
（特急列車再掲）

183 本 171 本

19(3) 本 14 本

H29.3 S62.3
高松発着

（快速+普通列車本数）

7～9時到着※
（特急列車再掲）

242 本 142 本

22(5) 本 14(2) 本

宇和島

※サンライズ瀬戸は除く

高松都市圏

安芸

奈半利ごめん・なはり線ごめん・なはり線

○通勤時間帯は、地上設備、車両とも限界まで使用している



ＪＲ他社との輸送体系比較 14

（本／千人）

ＪＲ他社と比較しても、より多くの列車を走らせることで、より多くの乗車機会の提供に努めている。

下り 時刻 上り

４
５
６

１４ １７ ７ １６
３９ ８ ２５

９ １１ ３２
０１ ４５ １０
１４ ５９ １１ １７

１２ １３
２３ １３ ２２ ５８
２３ １４ ５８
０１ １５
０５ １６ ０８ ５１
１７ ４６ １７ ２０

５８ １８ ２１ ５２
３６ ５６ １９ ２３

２０ ５２
０２ ４４ ２１

２２ ０４ ３０
２３
０

八雲駅 時刻表

下り 時刻 上り

４
５ ４１

０３ ３３ ６ １１ ４８
２４ ５４ ７ ２４ ５２

４９ ８ ３２ ４９
４３ ９

０３ ３７ １０ ０２
４１ １１ ０３

２９ ５３ １２ ０５ ５２
５１ １３ ０５

１９ ４４ １４ ０５
４１ １５ ０５ ４２
４８ １６ ０２

１７ ５２ １７ ０１ ３７
２２ ５２ １８ ０５

５７ １９ ２７ ３２
５２ ２０ ２２
５６ ２１ １７

２２ ０９
１５ ２３

０

大歩危駅 時刻表

（例）

ＪＲ四国
大歩危駅

ＪＲ北海道
八雲駅

2,870人／日
（琴平～高知）

平均通過人員
（平成28年度）

4,134人／日
（函館～長万部）

91人
（平成28年度）

１日平均
乗車人員

246人
（平成27年度）

16往復 列車本数（特急） 12往復

８往復 列車本数（普通） ６往復

○平均通過人員があまり高くない線区においても、一定の
列車本数を維持し、お客様の乗車機会の確保に努めている

赤色が特急列車、黒色が普通列車を示す （平成29年３月現在）

（国土交通省「鉄道統計年報」平成26年度版を参考に作成）

平均通過人員千人あたりの列車本数＝
旅客列車キロ÷延日キロ÷平均通過数量×1,000

8.1

2.0 1.8
3.4

14.6

7.5

0

4

8

12

16

Ｊ
Ｒ
北
海
道

Ｊ
Ｒ
東
日
本

Ｊ
Ｒ
東
海

Ｊ
Ｒ
西
日
本

Ｊ
Ｒ
四
国

Ｊ
Ｒ
九
州

平
均
通
過
人
員
千
人
あ
た
り
の
列
車
本
数



利便性向上施策 ①駐車場の整備とパーク＆ライド 15

「車deトレイン」及び「パーク&ライド」駐車場設置状況(平成30年１月現在)

松山駅（パーク＆ライド）伊予西条駅（車deトレイン）

※ 白抜き表示は「パーク＆ライド」

サービス名称 内容 駅数台数

車deトレイン 駅の専用駐車場無料サービス 44駅983台

パーク&ライド 駐車料金24時間無料～1,000円 3駅1,878台

無料駐車場 予約不要 1駅(伊予吉田)53台

合計 47駅2,914台

環境に優しい交通機関である「鉄道」をアピールし、利用者の利便性を高めることを目的に、最寄り駅まで車で移動し
て列車に乗り換える場合に、駅の駐車場に車を停められるサービスを提供している。

平成10年４月に阿波池田駅ほか５駅で無料駐車サービス「車deトレイン」として開始し、現在では47駅で駐車場サー
ビスを実施している。この中には松山駅のように駅周辺の駐車場事業者と連携したケースもある。

高松駅（パーク＆ライド）



利便性向上施策 ②バリアフリー設備・トイレの整備 16

バリアフリー設備の整備事例

○バリアフリー化されていない旧来の設備も多く残り、さらなる整備が求められている
○バリアフリー設備の整備には多額の費用が必要

鉄道のバリアフリー化の意義

２段手すり、内方線付き点状ブロック
（伊予西条駅）

多機能トイレ（伊予西条駅）

車両内トイレ（1500型気動車）音声や点字による案内図
（新居浜駅）

エレベーター（新居浜駅）

高齢者や障害者等が可能な限り単独で、健常者と同様の時間・ルート・手段によって移動できる経路の確保を目標
として、バリアフリー設備を整備している。また、案内等の情報提供設備の整備により、すべての人にとって快適で
わかりやすい空間の確保、情報の提供を目指している。



バリアフリー設備・トイレの整備に掛かる費用 17

伊予西条駅バリアフリー化（H28～H29）
こ線橋・エレベーター新設、多機能トイレ整備
内方線付き点状ブロック整備

総事業費：約4.6億円
（国1/3、地方自治体1/3の補助）

新居浜駅バリアフリー化（H28～H29）
エレベーター新設、多機能トイレ整備
内方線付き点状ブロック整備

総事業費：約1.9億円
（国1/3、地方自治体1/3の補助）

気動車車両へのトイレ設置（H15～H28）
事業費：約800万円／両

（地方自治体から最大250万円／両の補助）
設置両数：1000型、1200型車両 計52両
補助総額：約1.3億円 ・徳島県40百万円

・香川県22百万円
・高知県68百万円

宇多津駅バリアフリー化（H25）
エレベーター新設、多機能トイレ整備
内方線付き点状ブロック整備

総事業費：約1.5億円
（国1/3、地方自治体1/3の補助）

バリアフリー設備・トイレの整備事例

○駅のバリアフリー化には、億単位の整備費用が必要であ
るため、国や地方自治体の協力を受けて整備している

○整備後は、事業者による維持費が毎年必要となる

徳島駅バリアフリー化（H14）
エレベーター新設、多機能トイレ整備
点状ブロック整備

総事業費：約0.5億円
（国1/3、地方自治体1/3の補助）

バリアフリー施設維持費について
○エレベーター

１基あたり 電気代 概ね
（年間） 保守点検費 概ね60～120万円

○エスカレーター
１基あたり 電気代 概ね20～100万円
（年間） 保守点検費 概ね80～250万円
H20.3.11 交通政策審議会 第６回ネットワーク・サービス小委員会資料より

（鉄道事業者からの聞き取り値）

5～ 15万円



利便性向上施策 ③ＩＣカード導入・ＷＥＢ販売開始 18

・インターネット予約サービス「e5489」(平成23年３月～)

・トクトクきっぷ・旅行商品総合情報サイト
「ＪＲ四国ツアー」(平成29年２月リニューアル)

ＩＣカード乗車券の導入や乗車券類・旅行商品のインターネット予約サービスで利便性向上を図っている。

・ＩＣカード乗車券「ICOCA」（平成26年３月～）

出典
※１：国土交通月例経済 平成16年１月号
※２：日本経済新聞 地方経済面 平成25年２月16日付
※３：日経コンピュータ 平成21年５月13日付
※４：日刊工業新聞 平成29年７月26日付

○導入により利用者の利便性向上につながる
○一方で、導入には多額の費用が掛かる。また、老
朽取替の期間が短いなど、維持コストも考慮する
必要がある

・ＪＲ各社のＩＣカード導入費用
ＪＲ東日本（424駅）平成13年11月～

設備更新経費 約330億円
システム関係経費 130億円

総額 460億円※１

ＪＲ西日本（253駅）平成15年11月～ 総額 110億円※１

ＪＲ北海道（55駅）平成20年10月～
１０カード対応費用 ７億円（別途）

総額 040億円※２

ＪＲ九州（125駅）平成21年３月～
うちシステム投資 約 20億円

総額 090億円※３

ＪＲ四国（13駅）平成26年３月～ 11億円

ＪＲ東海（18駅拡大分）平成31年春予定 ９億円※４



利便性向上施策 ④特急車両の新製 19
8600系特急電車

車いす対応多機能トイレ（オストメイト対応設備、ベビーキープ、ベビーベッドなど）

2600系特急気動車

車椅子スペース

多目的室

コンセント・可動式枕荷物置き場 防犯カメラ
車 内 設 備

平成26年より8600系特急電車、平成29年に2600
系特急気動車の運行を開始した。

新幹線にも劣らない、最新の車内設備が充実した
車両である。



特急車両導入経費 20

特急車両導入経費の推移

2000系

N2000系

2600系

8000系

8600系

特急電車

特急気動車

特急車両１両あたり導入経費の推移

6 

53 

35 

10 7 

83 

4 8 

21 

9 
15 

27 
18 

8 

(3)

(31)
(20)

(6) (3)

(41)

(2) (4)
(10)

(4) (4)
(10) (4)

(3)0

20

40

60

80

100

S63 H1 H2 H3 H4 H4 H4 H6 H7 H8 H9 H9 H10 ・・・ H25 H26 H27 H28 H29

導
入
経
費

2.0 
1.7 1.8 1.7 

2.2 2.0 2.1 2.0 2.1 2.2 

3.7 

2.7 

4.5 

2.7 

0

1

2

3

4

5

S63 H1 H2 H3 H4 H4 H4 H6 H7 H8 H9 H9 H10 ・・・ H25 H26 H27 H28 H29

１
両
あ
た
り
導
入
経
費

試作車または量産先行車（特急気動車）
量産車（特急気動車）
試作車または量産先行車（特急電車）
量産車（特急電車）

※（）内の数字は導入両数

（億円）

（億円／両）

年度

年度

○特急車両の導入経費は、近年高騰しつつある

○車両は30～50年程度で取替
○走行距離によっては、早めの取替が必要

Ｈ元

Ｈ元



利便性向上施策 ⑤特急通勤・通学 21

時期 実施内容

H23.3.12

宇和海１号(松山5:50→宇和島7:14)，
あしずり２号(中村7:00→高知9:02)を新設
朝の牟岐線特急(徳島8:18着)の始発駅を
阿南から牟岐に変更(延長運転)
阿波橘・新野駅に特急が２本新規停車

H24.3.17 いしづち51号(新居浜5:56→松山7:10)を新設

H25.3.16
併結作業駅の変更により
夕刻の高松発多度津方面特急が速達化
多ノ郷駅に特急が４本新規停車

H26.3.15 讃岐白鳥駅の特急停車本数拡大

特急通勤・通学を主対象とした主な輸送改善施策

「快てーき」発売枚数推移

時期 実施内容

H26.6.23 新型特急電車8600系いしづち号が運行開始

H28.3.26

8600系しおかぜ号が運行開始
しまんと号時刻変更により夕刻の高松発多度津方面特急が
30分間隔で運転
多ノ郷・オレンジタウン・讃岐白鳥駅の特急停車本数拡大
剣山11号(徳島19:05発)の終着駅を
穴吹から阿波池田に変更(延長運転)

H29.12.2 新型特急気動車2600系うずしお号が運行開始

H30.3.17 8600系しおかぜ・いしづち号の運行本数拡大
うずしお１号（高松6:12→徳島7:31）を新設

特急列車用定期券「快てーき」でゆとりの通勤・通学実現を訴求。
ダイヤ改正や新型特急列車の運行により、利便性・快適性の向上も図っている。
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利便性向上施策 ⑥運賃改定・競合交通機関への対応 22

（注）通常価格は通常期の料金で計算。割引価格は片道大人１名当たりの単価

主な特別企画乗車券の割引率

過去の運賃改定

区間
ＪＲ四国
特急列車
通常価格

ＪＲ四国の特別企画乗車券 （参考）高速バスの割引きっぷ

名称 券種 割引価格
（１回分）

通常価格に
対する割引率 券種 割引価格

（１回分）
松山～岡山 6,310 岡山自由席トク割回数券 ４枚回数券 3,390 46.3% ４枚回数券 3,390

松山～高松 5,670～6,190 トク割４枚回数券 ４枚回数券 3,300～3,700 40.2～41.8% ４枚回数券 3,300

高知～岡山 5,960 岡山週末指定席トク割きっぷ 往復
（土休日限定） 3,240 45.6% 往復 3,240

高知～高松 4,910～5,430 トク割４枚回数券 ４枚回数券 3,000～3,090 38.9～43.1% ４枚回数券 3,000

高松～徳島 2,640 週末自由席早トクきっぷ 往復
（土休日限定） 1,340 49.2% 往復

（土休日限定） 1,100

松山～宇和島 2,990 南予・松山10枚回数券 10枚回数券 1,750 41.5% ６枚回数券 1,260

割引率以外の単位は円

会社 改定時期 改定率
(%) 備考

国鉄

昭和56年４月20日 9.7
昭和57年４月20日 6.1
昭和59年４月20日 8.2
昭和60年４月20日 4.4
昭和61年９月１日 4.8

ＪＲ
四国

平成元年４月１日 2.9消費税３%導入
平成８年１月10日 6.7三島会社運賃改定
平成９年４月１日 1.9消費税５%対応
平成26年４月１日 2.9消費税８%対応

国鉄時代は毎年のように運賃改定を実施していたが、ＪＲ発足後は
消費税の転嫁を除くと、平成８年の一度限りである。さらに、高速バ
スとの競合もあり、正規運賃を大幅に割り引いた企画乗車券を発売し
ている。



利便性向上施策 ⑦地域との連携 23

「マチカツプロジェクト」の推進
ローカルエリアの中核都市の駅・駅前周辺を、地元と連
携・協働し、整備・有効活用することで、地域振興・観光
振興に供する市街地の賑わいづくり、それを継続していく
仕組みの構築に取り組んでいる。

○○市
拠点駅

宿泊
拠点

○○町
拠点駅

マチカツ
プロジェクト

四国家の
お宝

（ゲート）

来訪動機となるコンテンツの整備
徒歩・二次交通などの受入環境の整備

まち まち

滞在エリアの拡大
による鉄道利用促進

地域と協働して

「四国家のお宝」シリーズの展開
四国に眠る地域資源・文化資源を魅力的な観光素材
に磨き上げ、「四国家のお宝」としてプロモーショ
ンすることで、有名観光地から周辺地域への面的な
誘客を図る実証実験ツアーに取り組んでいる。

シコクバイカオウレンと
さかわ酒ぶら上町歩き

四国家の
お宝の定義

○他では見られない、固有の価値がある：本物性
○知識が無くても惹きつけられる ：物語性
○価値の保存が地域の枠組みの中で可能：持続性

・佐川町「シコクバイカオウレン」
・四万十町「岩本寺の七不思議」
・大洲市「屋形船から見る大洲の風景」
・松野町「奥内の棚田」
・佐川町「土佐三名園乗台寺の庭園」

これまでの四国家のお宝

第一弾

○佐川駅の空き店舗を無人観光案内所として提供
◯無人案内所の弱点を補う情報端末

「まち歩き お助け丸」を共同開発 ほか

佐川
マチカツ

無人観光案内所 まち歩き お助け丸

大洲
マチカツ

○大洲市と協働して伊予大洲駅の観光
拠点化に取り組んでいる。
・市内観光への窓口機能を強化する

観光案内所
・安心、清潔、快適な機能を充足し

たトイレの新設
・観光客、通勤・通学者の買い物

ニーズを満たす物産販売所



利便性向上施策 ⑧交通機関が連携した企画きっぷ・旅行商品 24

種別 名称 連携交通機関 商品内容

企画
きっぷ

ことでん・JRくるり～んきっぷ ＪＲ四国、
高松琴平電気鉄道

ＪＲ(志度～高松～琴平間)と
ことでん全線が１日乗降自由

琴平・大歩危祖谷フリーきっぷ ＪＲ四国、四国交通 ＪＲ(琴平・大歩危・祖谷地区)と
四国交通路線バスが２日間乗降自由

四国みぎした55フリーきっぷ
ＪＲ四国、阿佐海岸鉄道、
土佐くろしお鉄道、
高知東部交通

徳島～室戸岬～高知(国道55号線沿い)の鉄道と
高知東部交通バスが３日間乗降自由

幕末維新博
安芸・室戸フリーきっぷ

ＪＲ四国、
土佐くろしお鉄道
高知東部交通

高知～高知県東部エリアの鉄道の往復と
エリア内の鉄道・バス２日間乗降自由をセット

高知日帰り路面電車割引きっぷ ＪＲ四国、とさでん交通 高知駅までのＪＲ特急列車自由席の往復と
高知市内の路面電車１日乗車券をセット

四国西南周遊レール&バスきっぷ
ＪＲ四国、
土佐くろしお鉄道
宇和島自動車 他

松山～南予・奥四万十エリア～高知の
鉄道・バスが利用可(一部４日間乗降自由)

松山日帰り路面電車割引きっぷ ＪＲ四国、伊予鉄道 松山駅までのＪＲ特急列車自由席の往復と
松山市内の路面電車１日乗車券をセット

バースデイきっぷ ＪＲ四国、阿佐海岸鉄道、
土佐くろしお鉄道

誕生月の連続３日間に、ＪＲ・阿佐海岸鉄道・
土佐くろしお鉄道全線が乗降自由

駅長推薦あじな散歩道
(小豆島、やなせたかし記念館など)

ＪＲ四国、
小豆島フェリー
ジェイアール四国バス

ＪＲ特急列車、グルメ、二次交通をセット

旅行
商品

マドンナ倶楽部
(道後、小豆島、鳴門など)

ＪＲ四国、伊予鉄道、
四国フェリー、タクシー

ＪＲ特急列車、女性向けグルメ・体験等、
二次交通をセット

広島宿泊セットプラン ＪＲ四国、伊予鉄道
瀬戸内海汽船・石崎汽船

ＪＲ特急列車、松山観光港リムジンバス、
高速船(スーパージェット)、宿泊をセット

商品の一例

広域観光周遊ルートに沿った乗り放題きっぷ、駅からの二次交通をセットにした企画きっぷ・旅行商品を設定・発売
し、利便性向上を図っている。



非日常における鉄道利用促進 ①ＪＲ四国の観光列車 25

宿毛

後免

甲浦
海部

伊予灘ものがたり
予讃線アンパンマン列車

（しおかぜ）

四国まんなか千年ものがたり

鉄道ホビートレイン

しまんトロッコ
海洋堂ホビートレイン

土讃線アンパンマン列車

ゆうゆうアンパンマンカー

志国高知 幕末維新号

岡山

多度津 瀬戸大橋アンパンマントロッコ

予讃線アンパンマン列車
（宇和海）八幡浜

四国外からも「わざわざ」乗りに来ていただける観光列車を目指して、各地で展開。



観光列車の収支（伊予灘ものがたりの場合） 26

（※）誘発効果…出発地～松山までのＪＲ利用、伊予灘ものがたり乗車前後での
宇和海号の利用を発券データや輸送分担割合などを参考に一定の前提で算出

沿線地域の皆様と一体となったおもてなしなどにより、
高い人気と乗車率を維持している
一方で、定員が少ないこと、また、毎日の運行や大幅な
増発が困難であることが弱点である

鉄道事業としての収入規模は小さいが、
沿線地域への誘客、にぎわいづくりにつながっている。

凡例

伊予灘ものがたり諸元

■運行区間
大洲編・双海編

松山～伊予大洲
八幡浜編・道後編

松山～八幡浜

■運転日数（貸切含む）
平成26年度： 99日間
平成27年度：157日間
平成28年度：180日間
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伊予灘ものがたりの収入と経費の推移

▲52.1

0.3

H26～H28 累積収支 ▲41.3百万円
（百万円）

10.5

年度
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00.0

年度別収支



非日常における鉄道利用促進 ②四国デスティネーションキャンペーン 27

＜大都市圏（発地）＞
旅行会社・ＪＲグループが商品造成、販売促進
交通媒体・新聞・雑誌等で宣伝・広告

＜四国（着地）＞
地元自治体・観光事業者・ＪＲ四国が連携して
観光素材の開発・提案、おもてなし

『こんぴらさんの”おたから”』展
（重要文化財特別公開）

観光列車を歓迎

車内吊りポスター
旅行会社商品

新しい土産商品
四刻の翠

ＪＲグループ６社と地方自治体・観光関係団体などが協力した大型観光キャンペーンを平成29年４月～６月に開催し
た（平成15年以来、14年ぶり５回目）。前年同期比で瀬戸大橋線利用者数103.2％、四国外からの延べ宿泊客数105.8％
と効果があった。



訪日外国人の鉄道利用促進 28

台湾 香港 中国 韓国その他

0 5,000 10,000 15,000 20,000

平成24年度
平成25年度
平成26年度
平成27年度
平成28年度

＜ご利用可能区間＞
ＪＲ四国、土佐くろしお鉄道、阿佐海岸鉄道、高松琴平電気鉄道、伊予鉄道、とさでん交通、
小豆島オリーブバス（小豆島島内路線バス）、小豆島フェリー（高松港～土庄港間）※高速バスやフェリーの割引も有

18,476

5,899
9,706

2,903
1,297

四国内交通事業者が連携し、平成24年４月に発売開始。訪日外国人の増加、四国内空港への国際航空便就航に加え、
海外旅行会社への販路拡大等の取組みにより、平成28年度までに累計3.8万枚を発売。

（枚）
＜発売実績＞

＜海外販売価格＞
３日間用9,000円～７日間用12,000円 ※国内販売価格は+500円

ＡＬＬ ＳＨＩＫＯＫＵ Ｒａｉｌ Ｐａｓｓ

受入環境整備

駅案内の多言語化

駅ナンバリング、案内標識の多言
語化、トイレの洋式化、駅・車内で
のタブレットを活用した多言語案内
など、受入環境の整備を進める。

駅ナンバリング



観光客の誘致効果（四国ＤＣ、インバウンド） 29

インバウンド効果観光キャンペーンの効果

■発売枚数

■ＪＲ四国の純収入

列車 本年
（万人）

前年との比較 前々年との比較
増減 前年比 増減 前々年比

しおかぜ 43.9 ＋1.9 104.6% ＋1.8 104.4%
南風 24.2 ＋2.4 111.1% ＋2.5 111.5%
うずしお 1.8 ＋0.1 107.2% ＋0.2 115.0%
マリン 120.7 ＋1.1 100.9% ＋3.4 102.9%
その他 5.6 ＋0.6 112.5% ＋0.6 112.1%
上下計 196.2 ＋6.2 103.2% ＋8.6 104.6%

線区 本年
（万人）

前年との比較 前々年との比較
増減 前年比 増減 前々年比

予讃(多度津～伊予三島） 52.1 ＋2.2 104.4% ＋2.7 105.5%
土讃(多度津～阿波池田) 22.0 ＋1.6 107.8% ＋1.6 107.7%
高徳(高松～徳島) 19.5 ＋0.8 104.5% ＋1.7 109.5%
徳島(徳島～阿波池田) 5.0 ＋0.3 107.2% ＋0.4 108.0%
上下計 98.6 ＋5.0 105.3% ＋6.4 106.9%

■瀬戸大橋線（児島～宇多津間）

■四国島内特急列車

平成29年四国デスティネーションキャンペーン期間中
（Ｈ29/4/1～6/30）の列車のご利用状況

●増収効果 1.2億円
●全国レベルでの商品造成・販売促進による集中的
な送客、四国を挙げての受入態勢整備による

●年間収入 4.3億円
●増加する訪日外国人への対応のためには、交通機関だけ
でなく、宿泊、飲食等の受入環境整備も必要となる

※四国以外での発売枚数も含む。
※その他は、ジャパンレールパス、山陽・四国・九州レールパス、

JR-WEST RAIL PASS、西遊紀行「瀬戸内エリアパス」

パス名
発売枚数（千枚）

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度
ALL SHIKOKU Rail Pass 2.9 5.9 9.7 18.5
その他 435.1 604.5 1,019.9 1,207.2

パス名
純収入額（税抜・百万円）

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度
ALL SHIKOKU Rail Pass 19 37 61 131
その他 128 177 258 299

合計 147 214 319 430



四国における鉄道ネットワークのあり方に関する懇談会Ⅱ

イ 四国の鉄道各社の取り組みイ 四国の鉄道各社の取り組み

（１）鉄道利用促進の取り組み（１）鉄道利用促進の取り組み

第２章 鉄道事業者の取り組み第２章 鉄道事業者の取り組み

30



阿佐海岸鉄道(株)の取り組み 31

地域と連携した利用促進地域と連携した利用促進

あさてつファンクラブ

阿佐海岸鉄道の利用促進やＰＲ活動等を行うため、地域住民が中
心となり支援団体を設立。会員には、地元協賛店での割引きサービス
等の特典あり。

地元の児童・生徒に対するマイレール意識の醸成地元の児童・生徒に対するマイレール意識の醸成 住民参加による支援体制の構築住民参加による支援体制の構築

○地域の観光資源を活かした利用促進

児童・生徒に対し、マイレール意識の醸成や利用促進を図るため、
沿線保育園の遠足利用や中学校の「総合学習」において、体験乗車
等を実施。

○地元児童・生徒を対象に「体験乗車」「学習会」等を実施

中学生「総合学習」保育園児「体験乗車」

○地域住民が中心となり鉄道活性化団体を設置

新規利用者を獲得するため、阿佐東地域の魅力を体感できるツアー
の実施や、地元イベントと連携したＰＲ活動等の実施。

親子自然体験ツアー 地元イベントでのＰＲ

2018年度

ＤＭＶ（デュアルモードビークル）の導入ＤＭＶ（デュアルモードビークル）の導入

○地域活性化の“起爆剤”ＤＭＶの導入

「道路」と「線路」の両方を走れるＤＭＶ

阿佐東線はもとより、ＪＲ牟岐線など県南地域の活性化の起爆剤と
して、線路と道路をシームレスに走行でき、車両そのものが観光資源
となるＤＭＶの”世界初“となる本格運行に挑戦！！

徳島県，高知県など
６自治体が一体となって推進

「２０２０年東京オリ・パラ」
までの本格運行を目指して!!



高松琴平電気鉄道（株）の取り組み 32

‣「レトロ電車」の特別運行⇒毎月1回実施
【H28年度利用者数 3,244人】

‣「サイクルトレイン」の運行⇒志度線において土
日祝日に自転車をそのまま車内に持ち込んで目的
地まで乗車可能
【H28年度運行日数:117日、利用者数1,917名】

‣IruCaで買い物をすると、100円につき1ポイント
（1円）を付与

‣「シネマチケット」の発売⇒1日フリーきっぷに
映画観賞券とミニポップコーンがセットになった
チケット【H28年度発売枚数 13,017枚】



伊予鉄道（株）の取り組み① 33

平成29年9月 5000形デビュー

平成29年3月竣工の久米駅 平成29年12月リニューアルオープンの道後温泉駅

駅の美化・バリアフリー化

利用環境の改善（バリアフリー化の推進）



伊予鉄道（株）の取り組み② 34

お客様の利便性向上（観光振興への対応）

案内版など英語表記の推進・市内電車の英語アナウンス化

市内電車にWi-Fi環境整備 サイクルトレイン・バス

案内版など英語表記の推進・市内電車の英語アナウンス化・各電停のナンバリングを実施。

愛媛県におけるサイクリストの利便性を向上するため
土・日・祝日にサイクルトレイン・バスを実施。

外国や県外から愛媛県に訪れた観光客や地域住
民が無料で利用できる「えひめ Free Wi-Fi」ス
ポットを市内電車全車両に設置。



土佐くろしお鉄道(株)の取り組み 35

パーク＆ライドの実施（ごめん・なはり線）

土佐くろおでかけきっぷの発売（中村・宿毛線）

役員・社員によるローラー活動（沿線住宅の訪問）の実施（中村・宿毛線）

運転免許自主返納特例の実施

土日祝日に、500円で普通列車が、1日乗り放題となるきっぷを発売

主要駅に通勤定期（３・６箇月）購入者を対象としたパーク＆ライド用の
駐車場を設置

土佐くろしお鉄道の役員・社員が、駅周辺の住宅を訪問し、土佐くろしお鉄道
の取り組みやお得な切符の紹介、利用する際に不便に感じる点の聞き取りなど
を実施

65歳以上の運転免許自主返納者を対象に、普通運賃が半額となるサービス
を実施



とさでん交通(株)の取り組み 36

パーク＆ライドの実施

ＩＣカード乗継割引サービス（電車－バス）の実施

運転免許自主返納者“特割”の実施

役員・社員による沿線地域訪問活動の実施

65歳以上の運転免許自主返納者を対象とし、
65歳以上の方を対象とした定期券「おでかけ電車６５」
の購入が1回に限り半額となるサービスを実施

ＩＣカードを利用し乗継ポイントで電車⇔バスを乗り継ぐ場合、
２乗車目の運賃割引を実施
※はりまや橋エリア：２００円割引

定期券購入者を対象に停留場付近にパーク＆ライド用の駐車場を設置

社長を先頭に役員・社員が、路線沿線地域を訪問し、
住民の方々と直接対話し、時刻表やサービス一覧表を
お渡しするなどの活動を実施



四国における鉄道ネットワークのあり方に関する懇談会Ⅱ

（２）ＪＲ四国の経費節減の取り組み（２）ＪＲ四国の経費節減の取り組み

第２章 鉄道事業者の取り組み第２章 鉄道事業者の取り組み
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駅の効率化 38

平成元年度 平成29年度

駅長配置駅 70 27% 27 10%

社員配置駅 16 6% 1 0.4%

契約社員配置駅 0 0% 23 9%

（有人駅小計） 86 34% 51 20%

169 66% 208 80%

合計 255 259

（駅数）
平成元年度 平成29年度

有
人
駅

無人駅

平成元年度

平成元年と比較し、
無人駅 ＋14％ (39駅増加)
駅長配置駅 ▲17％ (43駅減少)

○効率化として駅の無人化を進めているが、一方で地
元の協力を頂いて、部外委託という形で切符の販売
を行うことで、利用者の利便性低下を緩和している

社員配置駅

契約社員配置駅
無人駅

駅長配置駅

無人駅
66％

有人駅
34％ 20駅(８%)では

切符の販売を
部外へ委託無人駅

80％

有人駅
20％
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ワンマン列車化 39

※客室乗務員乗務列車は、ワンマン列車に含まない

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

0

5

10

15

20

25

S62 S63 H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

ワ
ン
マ
ン
化
率

列
車
キ
ロ

年度

列車種別ごとの列車キロとワンマン化率の推移
特急列車 普通列車（車掌乗務）
普通列車（ワンマン） 普通列車のワンマン化率
全列車のワンマン化率

Ｈ元

29.3％

47.3％

※数値は各年度初の計画値より算出

（百万キロ／年）

○普通列車のワンマン化率は50％近くに達している
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社員数と列車キロ 40

○列車キロは維持しているが、社員数は減らしている

列
車
キ
ロ

Ｈ元
年度

社
員
数

（人） （百万キロ／年）

ＪＲ四国本体の社員数
出向社員数

列車キロ

※列車キロは実績値



ＪＲ四国とＪＲ他社との比較 41

○営業キロ１キロあたり職員数・職員１人あたり列車キロの双方の指標を見ると、ＪＲ四国の効率化はかなり進んでいる
○また、本社部門も人数を減らし、乗務員に人を割いていることからも、要員の効率化が進んでいることが分かる
○一方で、ここまで効率化しても、職員１人あたりの運輸収入は６社中、最低レベルである

出典：鉄道統計年報（平成26年度）
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27.8%

21.4%

38.7%

45.4%

46.0%

44.4%

51.3%

48.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ＪＲ九州

ＪＲ四国

ＪＲ西日本

ＪＲ東海

ＪＲ東日本
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担当業務別の職員割合
本社部門
現業部門（運転手・車掌）
現業部門（運転手・車掌以外）
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第３章 鉄道の運営に必要なコスト第３章 鉄道の運営に必要なコスト
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第３章の概要 ４３

○多くの交通機関は乗り物と一部のインフラを保有・管理しているのに対し、鉄道では、乗り物に加え、運
行に必要な大半のインフラを保有・管理するのが一般的である。

鉄道は、線路用地、地上設備といった大規模なインフラを保有・管理している

鉄道は、安全確保と定時性確保のために多額のコストが掛かる
○安全性や定時性の確保のためには、

・利用者数の多寡や列車の走行頻度に関わらず、定常的な維持管理が必要となる。
・設備ができる限り故障しないことが求められるため、高品質な専用品を使うことが多い。専用品は少量

生産となるため、コストを押し上げる要因となる。
・緻密で多頻度の検査が必要である。それには専門的知識や能力、専用の工具を自らが準備し、かつ、

列車が走らない夜間を中心に作業する必要があり、高コストの原因となる。
○大規模なインフラを維持するためには、設備投資、修繕を問わず多額の資金を投入する必要がある。
○これらのコストは、一般的には、大都市圏の路線などごく一部を除けば、収入では賄うことが難しい。



四国における鉄道ネットワークのあり方に関する懇談会Ⅱ

（１）鉄道と他交通モードの比較（１）鉄道と他交通モードの比較

第３章 鉄道の運営に必要なコスト第３章 鉄道の運営に必要なコスト

44



交通機関別のインフラの保有・管理者の違い 45

船

バス

各交通事業者が保有・管理する設備・・・

航空

○多くの交通機関は乗り物と一部のインフラを保有・管理しているのに対し、
鉄道では、乗り物に加え、運行に必要な大半のインフラを保有・管理するのが一般的

変電所

指令所

鉄道
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ア 安全確保のために必要な
定常的な維持管理

ア 安全確保のために必要な
定常的な維持管理

（２）ＪＲ四国のコスト（２）ＪＲ四国のコスト

第３章 鉄道の運営に必要なコスト第３章 鉄道の運営に必要なコスト
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10m

鉄道の特殊事情（管理面） 47

踏切保安装置の検査設備数

車両の検査

ＡＴＳ地上子の増加

軌道の管理基準

10m

通り変位

高低変位

(例)振子列車走行区間

15㎜以上の変位で
整備が必要

○ミリ単位の精緻な
管理が要求される

検査の例（電車、気動車の場合）
仕業検査…  6日以内
交番検査…90日以内
要部検査…  4年以内（走行距離により短縮）

短縮 電 車…40万キロ以内（抵抗制御）
60万キロ以内（ＶＶＶＦ制御）

→特急電車は早ければ２年以内に検査
気動車…25万キロ以内（予燃焼室エンジン）

50万キロ以内（直噴エンジン）
全般検査…  8年以内

○定められた周期にもとづき、様々な検査を実施

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

H元 H3 H5 H7 H9 H11 H13 H15 H17 H19 H21 H23 H25 H27 H29

ＪＲ四国管内の各年度末のＡＴＳ地上子設置数

○宿毛事故・福知山線事故以降、安全対策
として、ＡＴＳ地上子の設置数が急増

その他に
軌間幅、平面性、水準

なども管理

（基）

H元

ＡＴＳ…自動列車停止装置

年度

（例）

写真左：踏切制御子
写真右：特殊信号発光機

列車の位置を検知する装置
－踏切制御子－

2,879箇所…2回／年検査
（検知状態など測定）

－踏切用軌道回路－
416箇所…2回／年検査

（電圧・電流など測定）
列車に異常を知らせる装置
－特殊信号発光機－

5,777本…2回／年検査
（発光確認と見通し確認）

○踏切に限っても膨大な数の設備の検査が必要



鉄道の特殊事情（費用面） 48

電気設備の修繕・検査

車両の検査

土木構造物の維持

軌道の管理

主要な設備の修繕に掛かった費用
架線（電車線設備）…約1.1億円
電灯・配電線など …約3.3億円
信号制御機器など …約2.9億円
踏切 …約1.8億円
ケーブル各種 …約1.9億円
電話・無線など …約0.4億円 など

橋りょう・トンネルの維持に掛かった費用
橋りょう 約3.8億円
トンネル 約0.7億円
塗替塗装（鋼桁） 約3.9億円 など

定例検査(仕業検査・交番検査) に
掛かった費用

工場での精密な検査(要部検査・全般検査)に
掛かった費用の総額

軌道関係の修繕に掛かった費用
レール交換 約12km   … 約2.1億円
マクラギ交換 約 8千本 … 約1.9億円
道床修繕 約 2km   … 約1.5億円
軌道保守 約35km  … 約1.5億円 など

軌道の修繕に必要な修繕費の総額 約14億円

検査に掛かった費用(外注費のみ)

電気設備の維持に必要な修繕費の総額 約16億円

そのほか、鉄道沿線の防災対策、
停車場設備の修繕などの費用が掛かる。

いずれも、社員等の人件費は含まず 金額は全て年額

平成28年度実績 平成28年度実績

平成28年度実績 平成28年度実績

そのほか、線路沿線の除草、雑木伐採、
保守用機械修繕などの費用が掛かる。

約6.9億円
（6.9億円／443両≒150万円強／1両）

約17.0億円

約3.8億円

車両の検査に必要な修繕費の総額 約24億円

土木構造物の維持に必要な修繕費の総額 約13億円
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グループＡ グループＢ グループＣ 会社計

設備投資額と修繕費 49

平均通過人員1,000人未満の線区
平均通過人員1,000人以上の線区

平均通過人員1,000人/日未満の線区別内訳

※上記修繕費は、材料費、外注費など修繕の際に支出した直接の費用のみ。
また、設備投資には、車両、業務機関建物、福利厚生施設などを含まない。

（百万円／年）

（円／人キロ）
○列車の走行本数・利用者数の多寡に関わらず
一定の維持管理が必要となる

○このため、輸送量あたりの費用は、平均通過
人員が低いほど高くなる傾向がある

輸送量１人キロあたりの設備投資額と修繕費の合計
（平成24～28年度 ５年間の平均）

路線 区間
設備

投資額 修繕費 合計
予讃線 向井原～伊予若宮（信） 20 126 146
牟岐線 阿南～海部 82 189 271
予土線 北宇和島～川奥（信） 101 161 262

平均通過人員
4,000人/日以上

平均通過人員
1,000～4,000人/日

平均通過人員
1,000人/日未満

グループＡ

平均通過人員による線区のグループ分け

4,000人/日以上 本四備讃線、予讃線（高松～松山）、高徳線（高松～引田）
土讃線（多度津～琴平、高知～須崎）、牟岐線（徳島～阿南）

1,000～4,000人/日 予讃線（松山～宇和島）、内子線、高徳線（引田～徳島）
土讃線（琴平～高知、須崎～窪川）、徳島線、鳴門線

1,000人/日未満 予讃線（向井原～伊予長浜～伊予大洲）、牟岐線（阿南～海部）、予土線

（営業キロ：335.5km） （営業キロ：347.6km） （営業キロ：172.1km） （営業キロ：855.2km）
グループＢ グループＣ

会社計
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イ 安全確保のために必要な
老朽取替や大規模修繕

イ 安全確保のために必要な
老朽取替や大規模修繕
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国鉄時代の価格であり、再調達価格は高騰している

線路・停車場
設備, 1,722 

車両, 650 

電路設備, 621 

機械及び装置, 170 ソフトウェア等, 69 

その他, 3 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

ＪＲ四国の固定資産 51

(億円) ＪＲ四国の平成29年11月現在の固定資産の状況
グラフの作成条件

・土地は除く
・鉄道事業固定資産と、寮や社宅等各事業に共通する固定資産の総額
・金額は取得金額

＋

＋

本四備讃線の設備はＪＲ保有でないため資産額に含まれて
いないが、鉄道設備の老朽化等による再調達はＪＲが負担

＝

＋

鉄道事業を、将来にわたって継続させるために
は、莫大な投資を続けて行く必要がある

ＪＲ発足時の資産
圧縮額 868億円のうち
推定残額 590億円工具器具

備品自動車, 52

例）全トンネルの取得金額総額 ： 172億円→？
全橋梁の取得金額総額 ： 647億円→？

3,586
億円

現
有
資
産

ＪＲ発足時に、固定資産を圧縮記帳されており、再調達する
ためには、圧縮分（推定残額590億円）の支出も必要

建物および
附属、諸構築物,

299

各資産（計3,586億円；圧縮額分を除く）を、法定耐用年数で取
り替えると仮定すると、年間225億円の投資が必要



本四備讃線の固定資産 52

瀬戸大橋

坂出駅
宇多津駅

坂出IC

児島IC 児島駅

茶屋町駅

運
行
：
Ｊ
Ｒ
西
日
本

運
行
：
Ｊ
Ｒ
四
国

設
備
保
有
：
（
独
）
高
速
道
路
機
構

本四備讃線の固定資産は、（独）高
速道路機構が所有しているため、前述
の固定資産には含まれていない。

ＪＲ四国は、法令等にもとづいて、
高速道路機構と利用協定を結んでおり
、昭和63年度以降、毎年利用料を支払
っている。

海上部 陸上部

道路鉄道共用部

本四利用料推移（直近５年）

鉄道専用部道路専用部

高速道路機構が実施する共用部（新幹線
走行空間含む）維持管理費の45％や租税等
を本四利用料として支払う。

鉄道専用部（レール、桁、防
音設備等）の維持管理は、ＪＲ
四国が実施しており、長期的に
は老朽取替も必要となる。

7
7

9
7

6

333
340

348
355

361

310

320

330

340

350

360

H24 H25 H26 H27 H28

(億円)
累積額
年度額



設備投資額の推移 53
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4
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4
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3
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2
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2

2
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3

37

60

110

144

178

240

76

50

71 73

86

70
63

49 48 47
52

30 31
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31

46
37

28

39

56

93

64

97 101

133

43%

57%

41%

59%

49%

57%

37%

48%

39% 38%

56%

43%

32%
39%

44%

70% 71%

60%

61%
58%

61%

76% 84%
79% 79%

73%

68%

80%

90%

84%

72%
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S62 S63 H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

総係費

車両

輸送力整備

経営の体質改善

輸送設備の維持更新

安全関連設備投資の割合

設
備
投
資
額

（億円）

安
全
関
連
設
備
投
資
の
割
合

計画
H元

支援措置あり

年度

○経営安定化のための支援措置
設備投資への助成金、無利子貸付
Ｈ23～Ｈ32、総額400億円

○安全対策に対する追加的支援措置
設備投資への助成金、無利子貸付
Ｈ28～Ｈ31、総額112億円



トンネル、橋りょうの経年別数量 54

トンネルの経年別数量 橋りょうの経年別数量

68

10

198

1
50年以下
51～70年
71～100年
101年以上277

箇所

971 

224 

1,275 

188 
50年以下
51～70年
71～100年
101年以上2,658

箇所

24.5％
3.6％

71.5％
0.4%

36.5％
8.4％

48.0％
7.1%

○橋りょうの大規模修繕
桁交換の標準的な単価

約30百万円/箇所
（径間長2～5ｍ(全箇所の約30%)の場合）

○適切なメンテナンスにより、100年を超える維持が可能だが
長期間使用の際は、大規模修繕が必要となる場合がある
○大規模修繕は、緊急性はないが、計画的に順次実施する必要がある

○トンネルの大規模修繕
トンネルの覆工改築等による修繕の標準的な単価

約 ５百万円／ｍ

橋りょうの総延長
約75km

トンネルの総延長
約93km
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ウ 大規模災害発生時の復旧対応ウ 大規模災害発生時の復旧対応

（２）ＪＲ四国のコスト（２）ＪＲ四国のコスト

第３章 鉄道の運営に必要なコスト第３章 鉄道の運営に必要なコスト

55



大規模災害発生時の復旧対応 56

平成10年土讃線災害

平成16年災害

●復旧費総額……26億７千万円
（国、愛媛県から３億８千万円ずつ補助）

●台風に伴う減収額……５億円

次々と四国に襲来した台風により、予讃線
を中心に土砂崩壊等が繰り返し発生した。

■四国に影響があった台風と期間
○台風10・11号（ 7月31日～ 8月2日）
○台風15号（ 8月18日～ 8月23日）
○台風16号（ 8月30日～ 8月31日）
○台風18号（ 9月7日～ 9月8日）
○台風21号（ 9月29日～10月7日）
○台風23号（10月20日）

■運転休止期間
繁藤・土佐山田間
9月24日～12月24日
（約３ヶ月間）

●復旧費総額…………………約12億円
（国、高知県から２億９千万円ずつ補助）

●運休に伴う減収額……９億６千万円

台風７号と秋雨前線の影響で、繁藤では連続雨量約1,000mmの
集中豪雨となり、大規模な築堤崩壊等が発生した。

平成29年予讃線災害

代行バス輸送の状況（詫間駅）

■運転休止期間
多度津・詫間間 9月17日～ 9月20日

●仮復旧までの間、バス代行輸送を実施（９月18日～9月20日）

３日計 １日平均

利用者数
（人） 19,225 6,408

便数
（便） 644 215

代行バスの利用状況

●復旧費総額…28億９千万円
（平成29年度事業：国、香川県より２千万円ずつ補助）
（平成30年度以降：国、香川県と調整中）

台風18号が四国に直撃し、予讃線海岸寺・詫間間で護岸が損壊した。
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第４章の概要 58

○近年、ＪＲ四国においては、高速道路の延伸や料金割引施策等の影響もあり鉄道運輸収入が減少傾向にある。
また、低金利の長期化により、経営安定基金運用益だけで営業損失を補てんすることが難しくなっている。

○こうした中、国や地方自治体は、ＪＲ四国に対して公的支援制度を講じている。
○しかし、人口減少や少子高齢化が全国に先駆けて進んでいることを踏まえると、ＪＲ四国は今後も厳しい経

営環境が想定され、従来からの延長線上の方策だけで、鉄道事業の経営を安定化させるほどの収支改善に結
びつけることは難しい。

○自助努力だけでは近い将来、四国の鉄道ネットワークの維持が困難になることが想定される。

ＪＲ四国の経営環境は厳しく、他地域の状況は他人ごとではない

地方の鉄道の置かれた状況は厳しさを増している
○平成28年11月、ＪＲ北海道は「当社単独では維持することが困難な線区について」を発表し、北海道地域

において、国、自治体、事業者を交えた協議が進められている。また、全国的に、路線の廃止、上下分離
方式の導入、大幅な減便が実施されるなど、地方の鉄道の置かれた状況は厳しさを増している。

「鉄道特性」を踏まえ、四国の公共交通ネットワークのあり方をどう考えるか？
○大量輸送、速達性、定時性という「鉄道特性」のうち、特に大量性が失われつつある現状を踏まえ、四国地

域にとって将来的にも必要である、鉄道をはじめとする公共交通ネットワークを、社会インフラとしてどの
ように考えるか。



経常損益等の推移 59

計画

（億円）

※経営安定化特別債券利息は、最初の10年間が年35億円、その後の10年間は、
市場金利の状況に応じて、年35億円を上限に変動（平成43年まで）

・国内株式市場が堅調
・株式ＥＴＦ及び債券の売却益を計上
・特別債券の運用益も含む

10
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経常損益 営業損益

経営安定基金運用収益等 （経営安定化特別債券利息除く）

H元

年度



鉄道運輸収入、高速道路の延長、人口の推移 60
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※四国の高速道路延長キロは年度末の数値、ＪＲ四国調べ
※四国の人口は、H28までは国勢調査人口および各県の推計値

H29以降は、各県人口ビジョンのうち最大となるケース

瀬戸大橋開通

運賃改定

阪神淡路大震災

高速道路料金
大幅割引

（万人）（億円） （km）

H22 H32H2 H12 H42 H52
年度
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ＪＲ四国に講じられている支援制度と公的負担 61

経営安定基金

●鉄道の運営により生じる営業損失を補てん
するため

●必要な152億円の運用益を確保するため
年率7.3％にて算定された2,082億円

経営安定基金の設置

●鉄道建設・運輸施設整備支援機構への貸付
制度

●低金利下において運用益を確保するため
貸付利回り 4.99％（Ｈ９～Ｈ13）
貸付利回り 3.73％（Ｈ14～Ｈ23）
Ｈ28で償還終了

運用益確保に係る支援策

税制特例措置

●ＪＲ二島会社が所有する一定の固定資産に
係る課税標準の特例【課税標準１／２】
当初はＨ８まで 以降５年毎に期限延長
現在はＨ32まで

約８億円【Ｈ28実績】

二島特例（固定資産税等の軽減措置）

●ＪＲ二島会社及び貨物会社が国鉄から承継
した一定の固定資産に係る課税標準の特例
【課税標準３／５（Ｈ13まで１／２）】
当初はＨ８まで 以降５年毎に期限延長
現在はＨ32まで

約１億円【Ｈ28実績】

承継特例（固定資産税等の軽減措置）

無利子貸付制度

●Ｈ10・Ｈ11の設備投資資金の一部が対象
＜総額82億円＞

●15年据置、10年均等償還

鉄道共済年金の制度改正に伴う措置

経営安定化のための支援措置

●特例業務勘定から1,400億円の無利子
貸付を受け、経営安定化特別債券を購入
（Ｈ23～Ｈ43、2.5％） 35億円／年

経営安定基金の積み増し（無利子貸付方式）

●Ｈ23～Ｈ32の設備投資資金の一部が対象
＜総額400億円＞
【助成金１／２、無利子貸付１／２】

●10年据置、10年均等償還

設備投資への助成金、無利子貸付

安全対策に対する追加的支援措置

●安全投資・修繕５カ年計画に基づく設備投
資資金が対象（Ｈ28～Ｈ31）
＜総額112億円＞
【助成金１／２、無利子貸付１／２】

●20年据置、５年均等償還

設備投資への助成金、無利子貸付

●安全投資・修繕５カ年計画に基づく修繕費
が対象(Ｈ28～Ｈ31)＜総額88億円＞

●20年据置、５年均等償還

修繕費への無利子貸付

約10億円【Ｈ28実績】

公租公課

【Ｈ28実績】
●固定資産税 約９億円
●その他 約２億円

本四（瀬戸大橋）利用料

【Ｈ28実績】
約６億円

ＪＲ四国の公的負担

ＪＲ四国に講じられている主な公的支援制度

時限

時限

時限

恒久

単発
各種補助事業

国 約２億円
自治体 約２億円【Ｈ28実績】

単発 耐震化、バリアフリー化等に対する
国や自治体の補助

●軽油引取税 約５億円
●法人事業税(外形標準課税) 約３億円

その他の税制特例措置時限

時限

時限

時限

時限
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平成２８年度の路線グループ別収支状況 62
（億円）

・線区の営業キロで按分 ・線区の輸送人キロで按分
・線区の旅客運輸収入で按分 ・線区の収入で按分
・線区の共通費を除く費用で按分
・費用の項目別に管理費を直接費の割合で按分（例：車両管理費

ならば、車両保存費の割合で按分など）

76(±23)

44(±11)

14(±13)

136

※共通費には、線区に割賦することが出来ない一般管理費や、
減価償却費、諸税などが含まれる。
本グラフでは、以下の６つの考え方により共通費を線区に割賦し、
その最大・最小値に基づく平均と値の取り得る範囲を表示している。

減価償却費
56

諸税 9

※鉄道線路使用料収入等は含まない。

営業損益
( )内は変動幅▲000（±00）

定期外収入

定期収入

運行費
（乗務員・動力）

運行費
（駅・車両の維持・修繕）

共通費
（変動幅）

凡例

その他収入
（駅や車内での物販や広告等）

設備費
（地上設備の維持・修繕）

▲31(±23)

▲57(±11)

▲26(±13)

▲114

平均通過人員による線区のグループ分け

4,000人/日以上 本四備讃線、予讃線（高松～松山）、高徳線（高松～引田）
土讃線（多度津～琴平、高知～須崎）、牟岐線（徳島～阿南）

1,000～4,000人/日 予讃線（松山～宇和島）、内子線、高徳線（引田～徳島）
土讃線（琴平～高知、須崎～窪川）、徳島線、鳴門線

1,000人/日未満 予讃線（向井原～伊予長浜～伊予大洲）、牟岐線（阿南～海部）、予土線

会社計平均通過人員
4,000人/日以上

平均通過人員
1,000～4,000人/日

平均通過人員
1,000人/日未満

グループＡ
（営業キロ：335.5km） （営業キロ：347.6km） （営業キロ：172.1km） （営業キロ：855.2km）

グループＢ グループＣ
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営業キロ
855.2km

4,000～
8,000人
30.5％

2,000～
4,000人
37.1％

1,000～
2,000人
3.5％

1,000人
未満

20.1％

ＪＲ四国 平均通過人員4,692人

20,000人
以上
5.9％

8,000～
10,000人
2.8％

児島

池谷 鳴門

徳島

今治

阿南

松山

伊予大洲

北宇和島

中村

須崎

高知

予讃線

高松

佐古

海部

甲浦

宇多津
多度津

琴平

佃

若井

宿毛

宇和島

観音寺

内子

後免

奈半利

予土線

徳島線

牟岐線

高徳線

鳴門線

本四備讃線

内子線

向井原

土讃線

新谷 牟岐

＜凡 例＞ 平均通過人員

1,000人未満

1,000 ～ 2,000

2,000 ～ 4,000

4,000 ～ 8,000

8,000 ～ 10,000

10,000 ～ 20,000

20,000人以上

(25,095→23,962)

※(6,965→4,998)

(2,454→2,033)
※(6,965
→3,809)

(5,096→2,945)

(6,589→4,814)

(1,817→700)

(467→248)

(30,372→24,542)

(13,300→9,596)

(7,978→6,029)

(9,224
→7,366)

(3,965→3,101)
(1,072→457)

(3,965→3,101)

(575→333)

(2,447→1,153)

(7,093→4,045)

(4,818→2,870)

(9,331→5,544)

※平成元年の高徳線の平均通過人員は
高松～徳島間の値

注：（ ）内左側は平成元年度の数値
［平均通過人員］
営業キロ１km当たりの１日平均旅客輸送人員

39%
65%

35%

61%

4,000人
未満

4,000人
以上

(営業キロ内訳)

内側：Ｈ元年度

外側：Ｈ28年度

窪川

引田

土佐くろしお鉄道
（中村線・宿毛線）

阿佐海岸鉄道

土佐くろしお鉄道
（ごめん・なはり線）(4,445→3,664)
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333
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668

志度
4,368

2,014
310

3,269鴨島

5,212
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（ごめん・なはり線）
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伊予市

＜凡 例＞ 平均通過人員

1,000人未満

1,000 ～ 2,000

2,000 ～ 4,000

4,000 ～ 8,000

8,000 ～ 10,000

10,000 ～ 20,000

20,000人以上
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平
均
乗
車
人
員

(

人
／
1
時
間
・
片
方
向)

朝通勤計 ﾃﾞｰﾀｲﾑ計 夕通勤計 深夜計

平成28年度時間帯別ご利用状況 普通列車の平均通過人員が1,000人未満の線区の例

平日
休日

39人/h
17人/h

11人/h
12人/h

25人/h
13人/h

５人/h
３人/h

ご利用者数が少ない時間帯

※ 区間における最大乗車人数の年間平均に基づき算出
※ 各区間の起点駅の出発・到着時刻を基準に作成
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平成28年度の１日あたり乗車人員

JR四国管内の全駅数：257駅（臨時駅を除く）

人数 駅数

35駅

47駅

28駅10名以下

11名～50名以下

51名～100名以下
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※営業キロ10キロの区間において、普通運賃30往復を100とした場合 ６ヶ月定期で比較
ＪＲの通学は、高校の価格 民鉄は伊予鉄、ことでんの平均値
バスは伊予鉄バス、ことでんバス、とさでん交通、徳島バスの平均値（ＪＲ四国調べ）

各社の運賃比較 ※普通運賃、定期運賃の単位は円

会社 区間 営業
キロ

普通
運賃

通勤
６ヶ月 通学６ヶ月

ＪＲ四国 高松～端岡 9.5 220 32,470
大学:28,540
高校:25,970
中学:20,840

伊予鉄道 松山市～牛渕 10.0 410 87,570 63,670
高松琴平電気鉄道 高松築港～一宮 10.0 350 67,290 41,480

土佐くろしお鉄道
後免～あかおか 9.3 400 64,970 58,490
浮鞭～古津賀 9.2 330 60,810 46,280

阿佐海岸鉄道 海部～甲浦 8.5 270 55,820 38,650

定期運賃値上げのケーススタディ

高校生・中学生の定期運賃を大学生と同額とする
（他の四国の民鉄と同様の制度）

年間約２億円の増収効果

高松～端岡[通学６ヶ月]：（高校生）25,970円→28,540円

通勤定期：59.0%割引→43.6%割引
通学定期：64.0%割引→62.0%割引

平成28年度の定期券利用実績のまま運賃が変化したと仮定して計算
特急定期の料金分は変わらないものとする

通勤・通学定期の割引率を
四国の民鉄と同水準にする

例２）例１）通学定期運賃を統一

【例】

年間約10億円の増収効果
◯四国内の各社に割引水準を合わせるだけで、ある程度の増収効果が見込まれる
◯普通運賃が低廉であるため、割引率を民鉄各社に合わせてもなお、ＪＲ四国の定期運賃の水準は低廉である

（中学生）20,840円→28,540円 高松～端岡[６ヶ月]：【例】
（通 勤）32,470円→44,640円
（高校生）25,970円→27,400円

（大学生）28,540円→30,090円
（中学生）20,840円→22,040円

0 10 20 30 40 50 60 70

ＪＲ四国(通勤)
四国の３セク(通勤)

四国の民鉄(通勤)
四国のバス(通勤)

ＪＲ四国(通学)
四国の３セク(通学)

四国の民鉄(通学)
四国のバス(通学)

(％)正規運賃に対する定期券額の割合

割引率は10キロ区間、通学定期は大学を基準に算出
中学高校定期の大学定期に対する割引率は現状どおりとして計算
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既存事業の収益性向上に加え、事業領域の拡大に取り組み、安定的に利益を計上できるよう取り組みを進めている。

［主な既存事業］ ［主な新規事業（近年の取り組み）］

○宿泊特化型ホテル事業への参入

○分譲マンション事業への参入

○簡易宿所事業への参入

○キヨスク店舗におけるセブン-イレブン・ジャパン
との業務提携

第１号物件として、ＪＲ昭和町駅近
くの住宅街に「Ｊ.ＣＲＥＳＴ 高松昭
和町」を建設。H28.7に販売開始、同
年11月に全101戸を完売。

第１号物件として、京都市で新築物件
を取得し、「４Ｓ ＳＴＡＹ 京都九条」
の名称で、H30.4営業開始予定。今後
は四国内でも同様の事業展開を目指す。

ホテル事業

不動産事業等

飲食・物販事業

・ジェイアール四国コミュニケーションウェア（H2.2設立）
教育におけるＩＣＴ活用で利用できるソフトウェアを開発・販売

その他事業

・ＪＲホテルクレメント徳島（H5.7開業）
・ＪＲホテルクレメント宇和島（H10.6開業）
・ＪＲホテルクレメント高松（H13.5開業）
・四万十の宿（H14.7開業）

・四国キヨスク（S62.6設立）
ＪＲ四国の駅において物販店等を営業

・めりけんや（H2.11設立）
本場さぬきうどんを全国に産地直送。また、香川県をはじ
め岡山駅、首都圏や関西圏の駅を中心にうどん店を展開

・ウィリーウィンキー（H5.2設立）
ＪＲ四国の駅等においてパン屋を展開

・ステーションクリエイト東四国、愛媛、高知（H9.8設立）
ＪＲ四国の駅等において各種飲食店を展開するほか、テナントや駐車場の管
理など、様々な事業を展開

・ＪＲ四国本体（通信販売事業）（Ｈ2.9開始）
地域オリジナルの産品など四国ならではの魅力を全国に発信するツールとし
て、カタログショッピングを展開

ＪＲホテルクレメント高松

めりけんや

・大規模住宅街「オレンジタウン」分譲（H10.10分譲開始）
・賃貸マンションの運営、分譲マンション及び中古住宅の買取・再販並びに管

理業務、駅周辺の再開発・店舗誘致、マンション管理など
・ＪＲ徳島駅と一体となったショッピングセンター「徳島駅クレメントプラ

ザ」及び「徳島駅クレメント駐車場」運営（H5.4開業）

「セブン-イレブン・キヨスク琴平駅店」

旺盛な宿泊需要に対応するため、高松
駅前に、コンパクトな宿泊に特化した
ホテル｢ＪＲクレメントイン高松｣を建
設。H30秋開業予定。

「ＪＲクレメントイン高松」
外観イメージ

「Ｊ．ＣＲＥＳＴ高松昭和町」

H26.4業務提携契約締結。ＪＲ四国内
における既存のキヨスク店舗を順次、
提携店舗へリニューアル。

「４Ｓ ＳＴＡＹ 京都九条」
外観イメージ
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◎平成27年度実績
直近の平成28年度は、ホテル外壁修繕やマンション販売費等、特異な費用
が発生しているため、同年度より平準的な平成27年度の数値を用いる。

（※）子会社を以下のとおり、「運輸業（鉄道事業等）に関連の深い会社」と「その他の会社」に分類
し、営業収益・営業損益を集計（連結決算上のセグメント分類とは異なる）

運輸業（鉄道事業等）に関連の深い会社
ｼﾞｪｲｱｰﾙ四国バス㈱、㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ四国企画、四国開発建設㈱ 、四国電設工業㈱ 、四国鉄道機械㈱ 、本四塗装工業
㈱ 、四鉄ｻｰﾋﾞｽ㈱ 、㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ四国ﾒﾝﾃﾅﾝｽ、ＪＲ四国情報ｼｽﾃﾑ㈱ 、㈱駅ﾚﾝﾀｶｰ四国、 四鉄運輸㈱

その他の会社
よんてつ不動産㈱ 、四国ｷﾖｽｸ㈱ 、㈱ｽﾃｰｼｮﾝｸﾘｴｲﾄ東四国、㈱ＪＲ四国ﾎﾃﾙｽﾞ、㈱ｽﾃｰｼｮﾝｸﾘｴｲﾄ愛媛、㈱めりけん
や、㈱ｳｨﾘｰｳｨﾝｷｰ、㈱ｼﾞｪｲｱｰﾙ四国ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｳｪｱ、㈱ｽﾃｰｼｮﾝｸﾘｴｲﾄ高知、ＪＲ徳島駅ﾋﾞﾙ開発㈱

営業収益 営業利益

ＪＲ四国 鉄道事業 270億円
(うち旅客運輸
収入 225億円)

▲109億円

関連事業 16億円 4億円

計 286億円 ▲105億円

子会社 運輸業（鉄道事業等）に
関連の深い会社（※）

218億円 14億円

その他の会社（※） 151億円 3億円

計 369億円 17億円

連結決算 499億円 ▲90億円

例）㈱ＪＲ四国ホテルズが経営するホテル

（平成27年度 ㈱ＪＲ四国ホテルズ決算）
営業収益
営業利益

57億円
1億円

・ＪＲ四国および㈱ＪＲ四国ホテルズが
所有するホテル関係の固定資産

（平成27年度期末取得価格）
300億円

・ＪＲホテルクレメント高松
・ＪＲホテルクレメント徳島
・ＪＲホテルクレメント宇和島

※徳島・宇和島は、駅ビルとホテルが合築で
あることから、ホテル部分と商業施設部分
の資産の切り分けが出来ていない。ホテル
部分のみの固定資産は左記金額よりは小さ
いものと思われる。

(参考：平成27年度連結決算)
ホテル業セグメントの売上高57億円, 営業利益２億円

一方で、非鉄道部門の利益で鉄道事業の100億円規模の赤字を埋めるためには、現状と比較して単純計算で十数倍程
度の利益が必要であり、そのためには多額の投資が必要である。

非鉄道部門：営業収益
営業利益 （単純合算）

167億円
7億円

例）分譲マンション事業

売上 14億円
費用 13億円

J.CREST 高松昭和町の事業収支
（ＪＲ四国分のみ）

事業収支 1億円

※

（都市環境開発(株)と共同で分譲マンション事業に参入）
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第５章の概要 71

関係者の連携による利便性・サービス向上のための方策がいくつか考えられる

従来の枠組みを超えた関係者の連携が重要である
○事業者の採算性だけではなく、「社会的便益の増大・地域活性化」といった観点から、鉄道をはじめとする

公共交通の意義を改めて見つめ直す必要がある。
○そのうえで、関係者が連携（応分のコスト負担、緊密な協働）することによって、都市圏輸送へのパターン

ダイヤ導入や、フィーダー交通との連携、駅を中心としたまちづくり、行政支援による住民サービス向上の
ための補助、部分的な設備の公的整備・保有といった、「利用者の利便性・サービス向上」につながる方策
を実現できる可能性がある。

こうした方策を組み合わせて描ける、四国の鉄道ネットワークの将来像とは？
○これらを踏まえ、「これからの四国の公共交通ネットワークにおける鉄道ネットワークとはどのようなもの

であるべき」と考え、その将来像実現に向けて、「今後、四国地域としてどのような方策を講じていくべき」
と考えるか。
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都市圏輸送へのパターンダイヤ導入 73

駅の時刻表イメージ

パターンダイヤとは
路線ごとに、同じダイヤのパターンを一定の周期で運行するダイヤ

パターンダイヤの特徴
○各駅の列車発車時刻が毎時○○分と統一されるため分かり易い。

そのため、列車本数が多くなくても、利便性が向上する。
○交通事業者が連携することにより、それぞれのダイヤ設定がパターン化され、

駅からのフィーダー交通(バス等)の接続が改善される。

Ａ駅 方面

パ
タ
ー
ン
化
前

パ
タ
ー
ン
化
後

パターン化されたダイヤグラム
(イメージ）

Ａ駅 方面 Ｂ駅 方面Ｂ駅 方面

駅A

駅B

駅C

駅E

駅G

駅H

パターンダイヤ導入に合わせて、駅の設備改良（行違線新設）や、乗務員・車両
を確保することができれば、増便やより良いダイヤ設定が可能となる



パターンダイヤ導入による乗換利便性の向上 74

○どの乗換方向へも待ち時間が短くなり
所要時間の短縮による利便性が向上

○フィーダー交通とのダイヤ連携により
さらなる効果が期待される

ターミナル駅

ターミナル駅

ターミナル駅

毎時58分頃
各方面から列車・バスが到着

毎時00分頃
各列車・バス間の乗換が可能

毎時02分頃
各方面へ列車・バスが出発

実際の事例
チューリッヒ中央駅（スイス国鉄）

各地から列車が駅に集まってくる

列車が出発した後の様子

10分後



新駅の設置 75

目的：まちづくりと連携して駅を整備し、公共交通の利便性を向上させる

候補となる場所
・公共施設、集客施設、商業施設の近傍で、

大勢の人が訪れ、交通結節点となる場所
・新たに発展した地域で、人口が多く利用者の

増加が期待できる場所

課題
・事業者単独での整備は、収支採算性の確保が難しい
・新駅停車に伴い、列車の運行時間が２分程度増加

新駅を設置する場合の検討事項 ・整備の費用負担スキーム ・まちづくり計画との連携
・他交通機関との連携（ダイヤ、駅前広場整備等）
・鉄道のダイヤの見直し

写真：北勢線事業運営協議会Webサイト ・自治体の請願駅として新設
・Ｐ＆Ｒ駐車場、駐輪場も併せて整備・幹線道路や商業施設に隣接して新設

・旧坂井橋駅を500m移転、改称
・運営会社の移管時に、北勢線リニューア

ル事業として自治体が整備

・可部線の延伸事業に伴い新設
・駅舎、ホーム、用地は自治体財産
・駅隣接地への病院移設も計画

ＪＲ西日本可部線 あき亀山駅
（広島県広島市・Ｈ29.3開業）

ＪＲ四国土讃線 小村神社前駅
（高知県日高村・Ｈ20.3開業）

三岐鉄道北勢線 星川駅
（三重県桑名市・Ｈ17.3開業）



交通系ＩＣカード導入による公共交通のシームレス化 76

１枚のＩＣカードで、複数の鉄道事業者による
路線を利用できるようになる四国初の事例

全国共通ICカードでＪＲ四国の導入エリアと
ことでん電車がともに利用可能に

IruCaエリアの
電車で全国共
通ＩＣカード※

が利用可能に

児島

鳴門

徳島

今治

松山

伊予大洲
高知

高松

海部

甲浦

宇多津

多度津

琴平

阿波池田

若井

宿毛

宇和島

観音寺

内子

八幡浜

後免

奈半利

窪川

引田

ＪＲ四国

志度

長尾

伊予市
横河原

道後温泉

高浜

松山市

ことでん

伊予鉄道

桟橋通五

伊野
後免町

とさでん交通

瓦町

ことでん「IruCa」
ことでんの電車、バス、
フェリー等が利用可能

ＪＲ四国「ICOCA」
導入13駅で全国共通

ＩＣカードが利用可能 片
利
用

松山都市圏・高知都市圏では
全国共通ＩＣカードとの相互利用ができない

伊予鉄道
「い～カード」

伊予鉄道の電車・バス
などで利用可能

四国での交通系ＩＣカード導入状況
※鉄道路線を掲載

※ 全国共通ＩＣカード・・・Kitaca、Suica、PASMO、TOICA、manaca、ICOCA、
PiTaPa、SUGOCA、はやかけん、nimocaで構成される相互利用可能な10種類のカード

とさでん交通
「ですか」

とさでん交通のバス、路
面電車の他、県内７社の

バスで利用可能

メリット

課題

・ＩＣカードは、その増収効果に対して、設備の整備や保守の費用が多額であり、
導入・拡大が進みづらい。

・事業者を跨いだ共通乗車制度の導入が容易
・地域に応じた多様なサービスを提供可能

利用者の乗換抵抗の緩和

平成30年３月～

・乗り継ぎ時の乗車券購入の手間の解消
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フィーダー交通との連携による利便性向上① 78

鉄道と、バス・自動車・自転車等のフィーダー交通との乗継ぎ利便性向上を
図るため、施設整備により、交通結節点としての機能を強化する。

三津浜駅（愛媛県松山市）

○公共パークアンドライド駐車場

小村神社前駅（高知県日高村）

○公共駐輪場

○交通機関同士の対面乗換 ○駅前への路面電車乗入れ

高知駅（高知県高知市）富山ライトレール岩瀬浜駅（富山県富山市）



フィーダー交通との連携による利便性向上② 79

MaaS＝Mobility as a Service

「モビリティの社会サービス化」＝移動手段を「モノ」ではなく「社会サービス」として提供

出発地 目的地

・利用者は、交通機関に乗ることではなく、目的地へ行くことが目的
・目的地へ行くため、様々な交通機関を組合わせる

MaaS Global社のサービス「Whim」（ヘルシンキの企業、日本の企業も出資）

様々な交通機関をワンストップで手配する
プラットフォーム

（経路検索・予約・決済）

月額49ユーロ 月額499ユーロ

公共交通 乗り放題 乗り放題

タクシー ５kmまで10ユーロ 乗り放題

レンタカー １日49ユーロ 乗り放題

移動手段を検索・選択 公共交通 ＝切符を購入
レンタカー＝乗車場所、車種を選択出典：MaaS Global社Webサイト



フィーダー交通との連携による利便性向上③ 80

出典：中山間地域における道の駅等を拠点と
した自動運転サービス 道の駅「にしい
や」・かずら橋夢舞台において実証実験をス
タート ～国重要文化財と周辺観光施設を結
び新たな観光の流れを創出～（平成29年11
月21日付 国土交通省プレスリリース）

鉄道と自動運転との連携

実験日：平成29年12月３日～９日
実験１：運転手が監視しながら公道を自動走行
実験２：目視による遠隔操作で専用空間を自動走行
観光施設を自動運転サービスで接続し、新たな観光需要創出を目指す

路線バスやデマンド交通では採算や運転士の確保が
厳しい公共交通空白地域での適用により、
・鉄道駅へのアクセス可能圏域の拡大
・地域の足としての交通手段確保

中山間地域での自動運転実証実験
（三好市西祖谷山地区）

鉄道を介した「ドア to ドア」へ

路線バス

自動運転

バス路線
既存の公共交通による鉄道駅へのアクセス可能エリア
自動運転サービスにより公共交通空白地域からアクセス可能エリア
となる地域



フィーダー交通との連携による利便性向上④ 81

同じ出発地・目的地の移動であっても、利用する交通機関・事業者・経路によって
交通サービス（所要時間・運賃・運行本数など）は異なるのが一般的だが、
各経路の運行事業者が協調を行うことで、移動の利便性は向上する。

出
発
地

目
的
地

乗換駅

路線バス

経路１

経路２

経路３

鉄道＋路線バス（異なる事業者）

鉄道

例１）異なるバス事業者による共同運行
・八戸市市街地（八戸市営・南部バス）

出典：八戸市Webサイト

八戸市街地には、一定時間間隔でほぼ同じ区間
を運行する２つのバス事業者が存在している。
八戸市による地域公共交通活性化事業により、
平成20年から両路線の共同運行を開始し、
当該区間の共通定期も設定した。

旅客：2.2%増加
車両キロ：16.4%減少

事業初年度の効果（前年度比）

例２）電車とバスの乗継割引の拡大
・高松市（ことでん・ことでんバス・大川バス）

・高知市（とさでん交通・県交北部交通）

ICカード「IruCa」を使って、電車とバスを当日中に
乗り継いだ場合の割引を、20円から100円に拡大。

はりまや橋エリアで、ICカード「ですか」を使って
路面電車または路線バスを乗り継いだ場合、２乗車
目の運賃から200円を割引。これにより、市内均一
区間での利用を通算運賃とすることが可能に。

【高知県補助で平成28年から実証実験、継続実施中】

【高松市助成により平成26年から実施中】

事業者間・交通機関間の協調による利便性向上の取り組み

１．共同運行による
運転間隔の適正化

２．乗継時の運賃割引の拡大
３．運賃の共通化
４．カードや乗車券の共通化

および相互利用化

＜協調的な施策の例＞ ・待ち時間の短縮
・異なる事業者を乗り継ぐ際

の運賃の割高感の解消
・乗り継ぎ時の乗車券購入の

手間の解消
など

利用者のメリット



自治体との連携による駅の活性化① 82

○自治体が駅舎を取得して整備○駅と公共施設との合築

大歩危駅（徳島県三好市）

○駅での公衆トイレ整備 ○駅での観光案内所整備

屋島駅（香川県高松市）

・由岐駅
・町の公共施設ぽっぽ

まりんと駅舎の合築
・観光案内コーナー、郷土

資料展示施設等に活用
（徳島県美波町）

・西佐川駅
・仁淀ブルー観光

協議会事務所
（高知県佐川町）



自治体との連携による駅の活性化② 83

○駅と公共施設との合築

・ＪＲ西日本伯備線 備中高梁駅（Ｈ27年度駅別乗車人員1,966人）（岡山県高梁市…人口3.2万人）
・市立図書館、観光案内所と橋上駅舎、バスセンターの合築

備中高梁駅

２～４Ｆ：市立図書館

１Ｆ：バスセンター

自治体側のメリット
・賑わいのある中心市街地の再構築
・老朽化した公共施設の集約
・駅周辺の限られた用地の有効活用

交通事業者側のメリット
・鉄道・バスによる来訪者の増加
・老朽化した駅舎・バスセンターの刷新によるイメージアップ

利用者のメリット
・地域交流、観光交流の拠点
・バリアフリー化と組み合わせてあらゆる人が利用しやすい施設に

出典：平成27年国勢調査



自治体との連携による路線の活性化 84

西富山駅

婦中鵜坂駅

速星駅

千里駅

越中八尾駅
東八尾駅

笹津駅

楡原駅

猪谷駅

・駐輪場
・トイレ整備

・新駅設置（常設駅）
・Ｐ＆Ｒ駐車場整備

・Ｐ＆Ｒ駐車場
・駅前広場整備

・Ｐ＆Ｒ駐車場
・駐輪場
・トイレ整備

・Ｐ＆Ｒ駐車場
・駐輪場
・駅前広場整備
・フィーダーバス運行

・Ｐ＆Ｒ駐車場

・トイレ整備

・トイレ整備 社
会

実
験

（
第

１
期

）
社

会
実

験
（

第
１

期
、

第
２

期
）

活
性

化
事

業

▲婦中鵜坂駅（平成20年３月開設）

■高山本線の乗車人数と運行本数の推移

46 46 36 36 36 36
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43 43
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１日の列車運行本数（本／日） １日平均乗車人数（人／日）

約10％の増加

平成24年度の乗車人数（西富山駅～越中八尾駅間）は、
実験前の平成17年度と比較すると約10％の増加

出典：地域公共交通シンポジウムin仙台 富山市資料

○富山市 高山本線活性化社会実験・高山本線活性化事業
H18.10～ １期：16本増便→２期：効果のある区間に短縮し、25本増便
H23. 3～ 朝夕の時間帯で、7本増便を継続

活性化事業
H23.３～

社会実験
H18.10～（第１期）
H20.３～（第２期）

増発運行

新駅設置 H20.  3～ 「婦中鵜坂駅」を臨時駅として設置
H26.  3～ 常設駅として設置を継続

その他 Ｐ＆Ｒ駐車場・駅前広場・駐輪場・トイレの整備、フィーダーバス運行
※増便も含め事業費は自治体が負担



駅を中心としたまちづくり① 85
○高知駅（高知県高知市） ○市坪駅（愛媛県松山市）

窪川駅

東庁舎

西庁舎

自由通路

○伊予西条駅（愛媛県西条市） ○窪川駅（高知県四万十町）

・路面電車が駅前広場に乗り入れ
・高架事業に合わせ駅前広場を整備

観光情報発信館

合同庁舎

高知駅

駅と坊っちゃんスタジアム

・駅の隣接地に公園、野球場、武道館等を県、市が整備
・駅には、市の要請により行違い線新設

・駅の隣接地に町役場を整備
・東西庁舎を自由通路で結ぶ

・西条市が、駅前広場、鉄道文化館、
観光センター等を整備

・北館、南館を自由通路で結ぶ

伊予西条駅
鉄道文化館

文化館南館

南口広場

路面電車電停

自由通路

市
坪
駅

自由通路

西庁舎

窪川駅
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・ＪＲ西日本山陰本線 浜田駅（Ｈ27年度駅別乗車人員788人）（島根県浜田市…人口5.8万人）
・駅北側の貨物ヤード跡地に医療施設を移転集約し、自由通路で駅南北をつなげる
・建替えた２階建て駅舎１階に市民サロンを整備し、地域の特産品も販売

自治体側のメリット
・駅南北の市街地の一体化
・駅周辺の低利用地の有効活用

交通事業者側のメリット
・鉄道による医療施設来訪者の増加

利用者のメリット
・地域医療の拠点と駅が直結
・バリアフリー化と組み合わせてあらゆる人が

利用しやすい施設に
・市民と観光客が交流できる賑わい、魅力ある

拠点の整備

浜田医療センター
自由通路

浜田駅
自由通路

出典：まちづくり情報交流システム まち交ネットWebサイト

出典：平成27年国勢調査



高齢者の社会参加を支援
福祉の増進を図る

地域経済政策との連携 87

鉄道利用者への自治体からの補助（通勤・通学等）

自治体が発行する優待乗車券

【富山県富山市・65歳以上の市民】
・富山地鉄（鉄道・軌道・バス）、富山ﾗｲﾄﾚｰ

ﾙ、まいどはや（コミバス）の市内区間が対象
・９～17時の日中時間帯に限り、

上記区間を１乗車100円で乗車可能

◯ 市内の公共交通を割引で利用できる乗車券・乗車証を交付
【宮城県仙台市・70歳以上の市民】
・市営バス、市営地下鉄、宮城交通バス

を利用可能
・100円で1,000円分チャージ

可能なＩＣ乗車券を交付

◯ 新幹線通勤の半額補助

移住促進、定住人口確保、人口流出防止のために通勤・通学補助を実施
地方鉄道の利用促進

【ＪＲ美祢線】
・列車内で利用証明書を配布
・沿線観光地等の利用料を割引

◯ 公共交通利用の通学に対して補助

◯ 通勤通学のための特急回数券を補助

【新潟県湯沢町・上越新幹線】
・上越新幹線で通勤する湯沢町の住民が対象
・通勤定期の自己負担額の半額を補助
・最大120ヶ月（10年間）の補助
・湯沢町移住定住促進プロジェクトの一環

【栃木県那須烏山市・ＪＲ烏山線等】
・市内の高校に公共交通（ＪＲ烏山線、バス）を利用し、

通学する生徒が対象
・那須烏山市民以外でも受給が可能
・月額5,000円を超える部分の額を補助

【兵庫県篠山市・ＪＲ福知山線】
・ＪＲ福知山線を自由席回数特急券を利用し通勤・通学する市民が対象
・回数利用券を、半年に36回分までおよそ半額を補助

◯ 鉄道利用者に対する補助

◯ 沿線公共施設の
利用料割引

【福井県大野市・ＪＲ越美北線】
・大野市民が対象
・団体利用（５人以上）、回数券、通勤・通学定期券等の購入補助

【山口県山陽小野田市・ＪＲ小野田線】
・山陽小野田市民が対象
・小野田線を含んだ区間の通勤定期券、回数券の購入補助
・10名以上の団体利用に対する補助
・小野田線を利用した社会学習を実施する学校に、運賃全額補助
・小野田線の利用により集客を行うイベント経費の半額補助



行政支援による住民サービス向上のための補助 88

愛媛 香川

高知

【実施主体:高松市】公共交通利用促進の取組み
・乗継割引の拡大（平成26年３月～）

高松市の助成により、IruCaを使った電車
バス乗継割引を20円から100円に拡大

・高齢者に対する利便性向上（平成26年10月～）
70歳以上の高松市民を対象に、運賃が半額
となる専用のIruCaの発行を開始

・運転免許証返納促進事業（平成22年４月～）
65歳以上の高松市民が運転免許
証を返納した場合、10,000円分
のインセンティブを付与した公
共交通系ＩＣカードを発行

松山市に居住する65歳以上の運転免許保持者で、平成25年６月
から運転免許証を自主返納した高齢者を対象に、公共交通機関
の乗車券等を交付する事業を実施

【実施主体:松山市】運転免許返納サポート事業

・公共交通機関の乗車券等の交付（平成25年６月～）

・一部市有施設の割引（平成29年６月～）

伊予鉄道、松山共同集金株式会社、株式会社ごごしま、四国旅
客鉄道株式会社、有限会社新喜峰、中島汽船株式会社のうちい
ずれかの5,000円相当の利用券・回数券・クーポン券等を交付

市内の２箇所のプール施設が本事業終了まで５割引。子規記念
博物館（常設展）、坂の上の雲ミュージアムが１年間無料。

高知

【実施主体:ごめん・なはり線活性化協議会】
・小学生体験乗車事業補助

小学校が社会見学等を行う際の交通手段として、
土佐くろしお鉄道（ごめん・なはり線）やとさでん交通の路面
電車を利用する場合、自己負担を１乗車100円とし、運賃との
差額を協議会から補助

・指定停留所におけるICカード乗継割引の拡充

はりまや橋を乗り継ぎポイントとし、電車⇔バス・バス⇔バス
を乗り継いだ場合、２乗車目の運賃を２００円割引とするサー
ビス（２乗車目の降車が市内均一料金区間内（２００円）の場
合は、実質１乗車目の運賃で利用可能となる。）

【高知県補助による実証実験（平成28年度）を経て本格実施】

徳島
【実施主体：神山町,美波町,海陽町】

県民の公共交通機関利用に対する運賃補助
町内外の学校に公共交通機関を利用して通学する児童・生徒に対
し、鉄道等の定期券購入費用等を支援(補助率:１/３～全額)

【実施主体：阿佐東線連絡協議会】
鉄道の利用促進のための住民や利用者に対する支援・補助

沿線保育園児を対象に、年に１度全区間を無料で乗車

・「シルバーパスポート」運賃割引制度

・沿線保育園児「体験乗車」事業

65歳以上の県民を対象に、自己負担100円で乗車

阿佐海岸鉄道を利用する際の割引サービスを実施。実運賃との
差額を協議会が負担



観光・インバウンドによる鉄道利用促進 89

自治体等と連携した観光需要の創出とその取り込み インバウンド拡大による鉄道利用促進

鉄道事業者と地域が一体となって、観光・インバウンドによる鉄道利用促進の取り組みを強化する
ことによって、鉄道事業者の増収とともに地域活性化を図る

マチ★アソビ 記念入場券

大洲城 伊予灘ものがたりへの旗振り

瀬戸内国際芸術祭

志国高知 幕末維新号

四国デスティネーションキャンペーン

外国人利用者も利用しやすい環境づくり

WiFiの整備 サインの多言語化

トイレの洋式化

●ALL SHIKOKU Rail Pass
利用範囲の拡大

●エリア券の設定
（香川地区で実施）

外国人旅行者を積極的に取り込むための販売施策

今後更にインバウンド需要を取り込むために…
・効果的な宣伝展開

情報へのアクセシビリティの向上
観光地と一体となった訴求

・更に魅力ある商品開発
買いやすく乗りやすい商品
旅行者のニーズを的確に捉えた商品



部分的な設備の公的整備・保有 90
目的：公共性の高い設備について、公的に整備・保有することで、鉄道事業者の負担を緩和する。

（例）駅舎

（例）トイレ

（例）踏切

（例）護岸

公的に
整備・保有

予讃線海岸寺～詫間間

鉄道施設だけでなく、道路や民家についても、
高潮等からの水害から守る役割を果たす。

改札外や無人駅のトイレは、フィーダー交通の
利用者や観光客等の利用も多い。

予讃線伊予氷見駅前公衆便所

公共施設と駅舎の合築により、
まちづくり機能と、交通結節点機能の連携を図る。

土讃線西佐川駅
仁淀ブルー観光協議会事務所

踏切は道路交通のための設備であり、踏切事故の危険性、
列車本数に関わらず維持管理費が多額という点から、

立体交差化等による撤去が望ましい。



駅を中心とした公共交通機関の連携・まちづくり 91

まちづくりと連携
して駅を新設

新設駅

公共交通の沿線への
居住を誘導

公共交通機関
利用者の駐車場整備

駅を中心とした
コンパクトなまちづくり

駅の近く（拠点エリア）
に人が集まるまちづくり

○○駅・○○図書館
公共施設の合築等
による駅の活性化

駅は交通結節点に
（乗換拠点整備）

公共交通ネットワークで
観光地へのアクセスも便利に

ＩＣカード等ＩＣＴの活用で
乗り継ぎ利便性向上
共通運賃などの導入

パターンダイヤで
等時隔・高頻度運行

自治体等による公共交通機関利用者へのさまざまな助成
・通勤・通学者への補助
・高齢者や免許返納者への優待乗車券発行 等

フィーダー交通（バス・
タクシー等）との連携

将来は自動運転の自動車とも連携



四国における鉄道ネットワークのあり方に関する懇談会Ⅱ

＜参考＞＜参考＞
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事例紹介 養老鉄道養老線 93

養老鉄道株式会社
（第二種鉄道事業者）

運行・営業業務

鉄道施設等の所有

近畿日本鉄道株式会社
（第三種鉄道事業者）

沿線市町

国

運営費支援

車両関係補助

運営費
支援

線路使用料等の
支払い

施設等の貸与

運行・営業業務

鉄道施設及び車両保有

（一社）養老線管理機構
（第三種鉄道事業者）

鉄道用地・鉄道施設・
車両の無償貸与

設備投資
費用等の補助

設備投資
費用等の補助

施設・車両無償譲渡
土地を無償貸与

養老鉄道が第二種鉄道事業者として近畿日本鉄道より路線を引き継ぎ、
運行・営業業務を行う。近畿日本鉄道が第三種鉄道事業者として、
線路および車両等の施設を保有する。

一度目の見直し 平成19年10月 二度目の見直し
養老線の第三種鉄道事業を、近鉄から沿線市町（７市町）が設立する
一般社団法人養老線管理機構に譲渡し、養老鉄道が引き続き第二種鉄
道事業者として路線を運行する。

平成30年１月

近鉄

出典：国土交通省「近鉄における地域鉄道線への取組みについて（平成29年６月）」
国土交通省報道発表資料「養老鉄道養老線の鉄道事業再構築実施計画の認定について」
岐阜県池田町Webサイト「養老鉄道養老線について」 に基づき作成

一時金の
支払鉄道用地借入

基金

収入不足
補填

利益
相当額

運営費の負担・
設備投資費用の補助

県国沿線市町 近鉄

養老鉄道株式会社
（第二種鉄道事業者）

運行・営業業務
鉄道施設・車両の保守管理業務

養老線の利用状況の推移

県

修繕費用の
一部を補助

養老鉄道（桑名駅～揖斐駅） 営業キロ：57.5km
駅数：27駅（有人駅８駅、無人駅19駅）
軌間：1,067mm（狭軌）
車両数：33両（２両編成６本、３両編成７本）

出典：桑名市Webサイト「養老線利用者の推移資料」に基づき作成

814 784 757 733 711 703 707
772

691 654 642 631 623 615 592 601
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H12H13H14H15H16H17H18H19H20H21H22H23H24H25H26H27

定期外
通勤定期
通学定期

（万人）

養老鉄道
（H19.10～）

近畿日本鉄道
（～H19.９）

出典：養老鉄道株式会社Webサイト
年度



事例紹介 ＪＲ東日本只見線 94

～

平
均
通
過
人
員
（
人
／
日
）

S63 H元 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27
年度

代行バス運行

不通区間（会津川口～只見）の利用状況の推移

運行経費 0.46億円/年

計2.80億円/年車両経費 0.25億円/年

鉄道施設経費 2.10億円/年

運営費（H21年度）

（運休区間の上下分離方式イメージ）

鉄道復旧のため「上下分離方式」を含めた検討・合意

出典：平成28年11月30日、12月１日ＪＲ東日本「只見線沿線市町村住民懇談会」説明資料

復旧費：ＪＲ東日本 1/3，福島県・地元市町村 2/3
鉄道施設等維持費：福島県 7割，地元市町村 3割

平成29年６月19日合意

バス代行継続による
バス転換を提案 鉄道復旧を要望

ＪＲ東日本 県・沿線自治体

復旧費：約81億円

約1/5に減少

平成23年７月27日から30日にかけて発生した局地的豪雨により、ＪＲ只見線
（会津川口～只見駅間）は橋梁の橋桁流失などの甚大な被害を受けた。
ＪＲ東日本は不通区間のバス転換を提案したが、地元自治体の強い要望
を受け、「上下分離方式」での鉄道復旧が決定した。

普通運賃

通学定期

通勤定期

出典：ＪＲ東日本Webサイト

不通区間
27.6km



四国新幹線の導入 95

（四国新幹線一部区間と四国横断新幹線を結ぶ路線案）

○概算事業費
1兆5,300億円（建設延長302km）

○想定需要
平均通過人員 9.0千人/日

○費用対効果
Ｂ／Ｃ （費用便益比）
ＥＩＲＲ（経済的内部収益率）

＝1.03
＝4.2％

○経済波及効果
169億円／年


